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リード文

科学研究を真理追究の理念に基づく知の生産と理解し、その社会的責任を生産の場面における品

質管理（研究不正をしない）と把握するモデルは、冷戦の終了と共に見直され始めた。現在は、科

学技術が生み出す知識が社会にもたらす影響はきわめて大きいため、その営みの社会的責任も拡大

している。今後、公的資金を含む社会的資源の投入により営まれる科学技術研究は、常にそれがも

たらす社会的影響を考慮する必要があり、研究者もこれを自らの社会的責任として自覚しなければ

ならない。

キーワード

CUDOS、ELSI、モード論、パスツールの 4類型、ポストノーマルサイエンス、テクノロジー・
アセスメント、科学技術の不確実性と意志決定

本文

1 社会と科学技術の関係性の変化を振り返る

やや大げさな物言いではあるが、人類社会がひたすら新規性のある知識を生み出すことを生業と

する集団を抱え込んだのはそれほど古いことではない。科学者集団と呼ばれるこの集団が成立し、

scientistと名乗り始めたのは 19世紀中葉と言ってよいであろう。それ以降、当初さほど現実社会
における有用性を示す能力のなかった科学が、20世紀の二度の大戦を通じてその有用性を示し、社
会から多大な人的、経済的資源の投入を受け、確固とした社会集団、それも現代の産業社会を支え

推進する駆動力と見なされるにいたったのである。

∗ 大阪大学 COデザインセンター　教授
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このような科学の「成功」には、さまざまな観点からの説明が試みられた。いわく合理的な

「科学的方法」が存在し、それが次々と真理を発見していく。あるいは、科学者自身が特有の価

値意識のもとに研究活動をしており、それが真理の発見を実現している。前者は 19 世紀後半以
降の科学哲学の主要な研究動機であり、後者はマートンの CUDOS（Communality, Universalism,
Disinterestedness, Organized Skepticism）に代表される科学社会学が解明を試みたテーマであった。
両者に共有しているのは、科学研究が真理追究を目的としている、という了解であった。そしてこ

の真理を活用する（「応用」）のは専ら社会の仕事と考えられてきた。これは同時に、科学の社会的

責任は真理を見いだすことに尽きているという了解でもあった。もちろん、核兵器の開発に伴う物

理学者の社会的責任論やラッセル＝アインシュタイン宣言のような議論が存在したことは確かであ

るが、科学全体の自己了解に大きな影響を与えたとまでは言えない。

このような真理追究という科学の自己了解に対して、反省と変化が生まれるのは、1970年代以
降と言ってよいであろう。そこでは、科学が明らかにした真理を活用することによる人類の進歩と

いう楽天的な図式に対する懐疑がきっかけとなった。いわゆる環境問題（当時は公害と呼ばれた）

など、科学の発展の負の側面が顕在化し、科学の社会的責任を問いただす議論やテクノロジー・ア

セスメント（日本では根付かなかった）のような営みを産み出した。

さらに冷戦の終わった 1990年代になると、アメリカなどで巨大な軍事研究のもと国威発揚を旗
印に行われていた純粋科学研究が、その社会的意義を問われ始める。研究すること自体に意味があ

る、科学の目的は真理の追究だという主張だけで、青天井の研究費を使うことが許されなくなった

のである。

1998 年にアメリカ下院科学技術委員会が出した報告書"Unlocking Our Future" Committee on
Science, U.S. House of Representatives (1998)において、この楽天的な科学観は冷戦期に適合して
いたが、もはや時代は変わったと宣告している。そして、科学の社会的意義として経済への貢献が

強調され始めるのである。ほぼ同時期の 1999年にブダペストでユネスコと国際科学会議（ICSU）
の共催で開かれた世界科学会議においても、21世紀における科学の意義について議論され、「科学
と科学的知識の利用に関する世界宣言」が採択された (The World Conference on Science, 1999)。
そこでは、21世紀の科学の役割として「知識のための科学；進歩のための知識」、「平和のための
科学」、「開発のための科学」そして「社会のなかの科学と社会のための科学」が挙げられた。とり

わけ最後の「社会の中の科学と社会のための科学」は科学の社会的責任を強調し、真理の追究とい

う伝統的科学観をより大きな社会的文脈のもとで見直そうとするものである。注意すべきことは、

「知識のための科学；進歩のための知識」が伝統的な純粋科学や基礎科学のことであり、これに加え

て工学に代表されるような「社会の中の科学と社会のための科学」の意義が再確認された、といっ

た理解が誤りであるという点である。二種類の科学があるのではなく、すべての科学に、この両方

の性格があるという理解が重要なのである。
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2 日欧の科学技術政策に見られる社会と科学技術の関係の変遷

90年代に明瞭に意識された、社会と科学技術の関係の変化は、ほぼ同時期に策定が始まった日
欧の科学技術政策にも反映されている。図 1と図 2はそれぞれ、日本と EUの科学技術政策におい
て、社会と科学技術の関係がどのような観点から政策として表現されているかを示すものである。

ここには、政策課題の表現における明らかな変遷と重層化が見て取れる。

両者に共通しているのは、80年代から 90年代前半においては、「測定モード」とでも呼ぶべき
思考が支配的だという点である。すなわち、科学技術に関する「正しい」情報がどの程度正確に

社会に「伝わっているか」を測定することへの関心である。各種アンケートが繰り返され、「正し

く」伝わっていないことが判明すると、それを改善するための周知宣伝活動を行うという「科学コ

ミュニケーション活動」が繰り広げられたのである。科学教育振興や、「理解増進活動」や Public
Understandingと呼ばれる活動である。

図 1

出所小林 (2004)

図 2

出所 (2013)The ESF Standing Committee for the Social Sciences(SCSS) (SCSS)

しかし、2000年前後からは「対話モード」が強調され始める。BSE事件、クローン技術や遺伝子
組み換え技術などの生命科学をめぐる社会的不安、原子力技術をめぐる社会的対立など、従来の測
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定モードでは対応が困難になる事例が増えたことが原因である。この時期には、世界各国で市民と

科学技術の専門家の対話が試みられることになった。例えば参加型のテクノロジー・アセスメント

としてデンマークが開発したコンセンサス会議*1、陪審制度をモデルにした科学技術に関する市民

陪審などである。*2また、哲学を象牙の塔の学問から市民の生活の現場に取り戻すという発想のも

とに始まった Café philosophiqueと類似の発想で、Science caféが始まるのもこの頃である。*3「社
会の中の科学」という視点が強調され始める。測定モードが、社会の側による科学の「正しい」理

解を求める傾向を示すのに対して、対話モードは科学技術の側による社会の「適切な」理解を求め

る傾向を示す。もとよりどちらかだけが正しいのではない。社会と科学技術の良好な関係のために

は、両方が必要なのである。科学技術の側による社会の「適切な」理解という発想は、当然のこと

ながら、科学技術（者）の使命の再考にいたる。真理を誠実に追究するだけではなく、科学技術の

知を生産することに伴う各種の法的、倫理的、社会的な課題を検討することが求められるようにな

る。こういった検討は、当初はヒトゲノム研究などの生命科学研究に伴う ELSI(Ethical, Legal and
Social Issues)研究*4、あるいは技術者の倫理といったかたちで、比較的限定された課題と認識され

ていたが、科学技術研究と社会のインターフェースが変容するにつれ、2000年代半ば以降は、科
学技術研究全体の課題と認識されるようになっていく。*5

3 社会と科学技術研究のインターフェースの変容

そもそも、第二次世界大戦の際の科学動員に見られたように、科学技術が社会の求めに応じた研

究を行うこと自体は希なことではない。しかし戦争のような緊急事態ではない時期には、科学者の

知的好奇心に基づく真理追究という CUDOSの理念は社会的に尊重され、また冷戦期にはアメリカ
のように国威発揚に有益という理由から擁護されることもあった。しかし冷戦の終了後、世界各国

は科学技術を経済成長や福利厚生の手段と位置づけ、研究の政策的誘導が始まる。*6研究費の観点

*1 日本での開催事例については　小林 (2004)、若松 (2010)
*2 内外の事例については、でこなび：参加型手法と実践例のデータベース http://decocis.net/navi/
このような取り組み事例が内外にあり、かつ国内に実施実績をもつ研究者集団が存在したことによって、2012年の「エ
ネルギー・環境に関する討論型世論調査」の実施が可能になったと言える。この調査の報告書はエネルギー・環境の選
択肢に関する討論型世論調査実行委員会 (2012)。この調査の実施に関わった研究者の見解等については、Keio DP慶
應義塾大学 DP研究センターウェブサイト内「討論型世論調査の意義と概要」（http://keiodp.sfc.keio.ac.jp/
?page_id=22）　および柳瀬 (2015)参照。またチャタムハウスルールの下での関係者による振り返りの議論につい
ての報告書が (2014)公共圏における科学技術・教育研究拠点 (STiPS) (STiPS)である。

*3 サイエンスカフェの歴史については中村 (2008)参照。
*4 ヒトゲノム計画の際の ELSI研究の責任者アンドルーズは、ワトソンが ELSIについては「討論ばかりしていて実際
には何も行動を起こさない監視団」を望んでいたことを明らかにしている。(アンドルーズ, 2000, 12章)参照。また、
生命科学については、さまざまなガイドラインや指針、法律による研究の制御体系が作られてきた。文部科学省ウェ
ブサイト内「生命倫理・安全に対する取組」http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/main.htm　厚
生労働省ウェブサイト内「研究に関する指針について」http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
hokabunya/kenkyujigyou/i-kenkyu/index.html　経済産業省ウェブサイト内「個人遺伝情報ガイドラインと生
命倫理」http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/bio/Seimeirinnri/　である。

*5 藤垣 (2003)参照。ELSIの歴史的背景を踏まえ、情報技術への適用の必要性を論じたものとしては、神里 (2016)参照
*6 ギボンズらの「モード論」はこの時期の科学技術と社会のインターフェースの変容を多面的に分析したものである。
ギボンズ (1997)
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からこの事態を眺めれば、日本の科学研究費補助金と委託研究の並立、そして後者の高額化という

流れが生まれたのである。委託研究は社会的課題や政策的課題の解決のための研究を委託する仕組

みであり、CUDOSのような curiosity driven研究との対比で、mission orientedな研究と呼ばれる。
さらに、20世紀後半から生まれた科学技術研究は、CUDOSの理念が想定していたモデルでは理
解できないモードを示すことにも注意すべきである。第一に、基礎と応用という区別が真理追究と

実用追求の区別と単純に重ならないということである。生命科学は基礎研究の性格を持ちつつ、当

初から実用性を指向しているのである。工学研究の多くもこのような性格を持っている。こういっ

た点を捉えようとしたのが、ストークスのパスツールの 4象限（図 3）である (Stokes, 1997)。こ
こでは、真理追求型研究が社会的利用を想定しているタイプと想定していないタイプとに分類され

ている。

図 3

出所: Stokes (1997)

第二に、伝統的なディシプリンの相互乗り入れと融合がかつてない規模で進み始めていることで

ある。生命科学自体がかつての生物学とは異なり、工学や情報科学との融合を特色としていること

は周知の通りである。それ以外にもナノサイエンス、フォトニクス、環境科学など枚挙にいとまが

ない。そもそも、エネルギー問題や環境問題などの複合的な社会的課題に取り組もうとすれば、従

来のディシプリンを超えることが必要になることは自明である。また情報科学自体の急速な発展

は、文理を問わず学術全体のあり方を変える研究のインフラ科学の役割を果たす可能性を示し始め

ている。

第三に、社会を実験室とした研究が進み始めていることである。従来の実験室内部での実験研究

に加え、社会をフィールドとした研究が重要な役割を果たすようになっている。その魁となった事

例は、大量のゲノム情報を駆使する生命科学研究であり、資料やデータを広く社会の人々から獲得

することに伴う、さまざまな倫理的検討が進んだのであった。現代、同様のことが情報科学を中心
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に進んでいる。いわゆるビッグデータの取得と分析による研究は、倫理的、法的検討を不可欠とし

ているのである。

社会と科学技術のインターフェースのこのような変容を、研究者はさまざまな観点から把握し

ようとしている。ギボンズのモード論やストークスのパスツールの 4 象限の議論もその例である
が、その他にもラベッツの「ポストノーマルサイエンス」論 (ラベッツ, 2010)、イノベーション論
におけるエツコビッツのトリプルヘリックス (triple helix)論からカドルプルヘリックス (quadruple
helix)論への展開 *7などがある。

とりわけイノベーションをめぐる議論は、近年の科学技術政策を考える上で重要である。先進

国の経済成長が低下し、人口構成の高齢化による社会保障費の増加など社会的課題が増加する

中、各国が科学技術によるイノベーションに活路を見いだそうとしている。図 1の EUにおける、
responsible research and innovation という標語、あるいは日本の科学技術政策におけるイノベー
ションの重視などがその事例である。科学技術は、さまざまな社会的課題のなかでもとりわけ経済

上の有益さに貢献することを求められている。

この観点から、批判に曝されやすいのがいわゆる純粋科学と並んで人文系諸科学であろう。ア

メリカでは NSFに対する政府支出の研究資金の減少が語られ*8、ヨーロッパでは研究評議会がイ

ノベーションに貢献する人文社会科学という観点を押し出した Vilnius declaration*9を発するなど、
人文社会科学の使命とは何かをめぐる議論が焦点化している。

4 何のための科学技術かという問い

科学技術が社会の中で果たす役割が大きくなるにつれて、そしてその威力が大きくなるにつれ

て、期待と責任が増加する。膨大な公的資源が投入されている科学技術は、「知的好奇心に基づく

営みであって、何の有用性も目指すものではない」といった表現で自己の活動を弁証することが許

されなくなっている。科学技術に携わるものは「何のための科学技術か」という問いに応答するこ

とが求められている。「真理のため」という回答だけでは不十分なのである。

この問いは厄介である。貧困からの脱却と経済的豊かさという目標がすんなりと国民的合意を得

られた時代（例えば日本の 1960年代）は、話は比較的簡単であった。しかし今は、仮に豊かさや
便利さが目標であるとしても、どのような状態が「豊かさ」や「便利さ」なのかをめぐって、多様

な意見が存在する。つまりは、「どのような社会に生きることを望むか」という点で*10、多様とし

*7 エツコウィッツ (2009) トリプルヘリックス論は産・官・学の三つの要素に着目したイノベーション論である
が、近年ではもう一つの要素として「社会」を加えたカドルプルヘリックスの議論が検討されている。https://
cor.europa.eu/en/engage/studies/Documents/quadruple-helix.pdf

*8 例えば、 Inside Higher Ed のウェブサイト　 https://www.insidehighered.com/quicktakes/2017/07/26/
senate-appropriations-bill-cuts-nsf-funding

*9 原文はウェブ上で公開されている https://erc.europa.eu/sites/default/files/content/pages/pdf/
Vilnius_SSH_declaration_2013.pdf

*10 ちなみにこのフレーズは、遺伝子組み換え技術をめぐって生じた激しい社会的論争を総括した際に、イギリスの科学
顧問ロバート・メイが述べた言葉である。彼は「この論争は安全性についてなどではなかった。それよりもっと大き
な問い、つまり我々はどんな世界に住むことを欲しているかをめぐるものだった。」と述べている。 (House of Lords,
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か言いようのない時代なのである。

近年では、科学技術の軍事利用の可能性をめぐるデュアルユース問題が話題になっている*11。こ

れなども科学技術の有用性をどのように理解し、どの方向で活用するかという点で、きわめて重要

かつ意見の対立する問題である*12。こういった事例に典型的に現れているように、正解のない状況

において、科学技術が社会にもたらす恩恵と倫理的、法的、社会的課題をどのように評価し、その

解決の優先順位をどのようにつけるか、が問題の核心であり、実はこれは 1970年代にアメリカが
取り組んだテクノロジー・アセスメントが解決しようとした問題でもある。日本は先進国の中でほ

とんど唯一と言ってもいい、テクノロジー・アセスメント不在の国である。改めて、この課題に取

り組む必要があると言うべきである。

5 科学技術が果たすべきもう一つの役割

1990年代のイギリスにおける BSE問題*13、そして 2011年の日本における東日本大震災と福島
原発事故は、科学技術と政治的意志決定に関する難問を明るみに出した。問題の核心はこうであ

る。不確実性を伴う科学的知見しか得られていない状況で、科学技術の専門家は政治的意志決定に

対してどのような助言を行い、また政治的意志決定者はこの助言をどのように理解し、活用すべき

か、という問題である*14。

科学技術が現代社会におけるもっとも信頼できる知識体系であることは間違いがない。そして医

療に象徴されるように、科学技術の知識は我々の生活に多大な貢献をしてきたのである。にもかか

わらず、科学知識は常に進歩する（更新される）知識であり、現時点では必ずさまざまな不確実性

を伴っている。高等学校の教科書に記載されているような知識は、そう簡単に改訂されたり否定さ

れたりしないであろう。まさにそういう知識が記載されている。しかし研究の先端では、知識の安

定性は低い。数年後には改訂されるということはざらである。にもかかわらず、科学技術（者）は

政治的意志決定に際して助言を求められることがある。

BSE事件のように、科学研究の当時の水準において原因や人間への感染の可能性に関して不確実
な場合もあれば、福島原発の事故の最中の進展予測やその後の低線量被爆のリスク解釈のように、

科学者集団の中での意見の対立がある場合もある。いずれにせよ、政治的意志決定を行う場合に、

このような不確実性を伴う科学技術的知見をどう理解し、判断に生かすかは難問である。また、科

学技術（者）はこのような状況において、どのように振る舞うべきかも難問である。

ここに、社会の運営に資する信頼できる知識の提供という科学技術の使命という問題が出現する

のである。とりわけ不確実性を伴う場合、科学的正当化（justification）には限界があるが、社会的
に正統な（legitimate）意志決定が必要なのである。科学のもたらす知の正当性と政治が調達する

2000)
*11 日本学術会議 (2017)参照。
*12 この問題に関する学術会議における検討については、日本学術会議 (2012),日本学術会議 (2014c)
*13 神里 (2005)参照。
*14 有本・佐藤・松尾 (2016),日本学術会議 (2014b),日本学術会議 (2014a)参照
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意志決定の正統性をどう調和させるかが課題なのである*15。

以上の議論からわかるように、科学技術が現代社会の体制構築に必須の要素となるに従い、福音

とリスクをもたらす両義的な存在にならざるを得ず、したがって、科学技術（者）はその両方の側

面についての倫理的、法的、社会的な検討から逃れることができなくなっているのである。当然、

科学技術者自身がこの状況を理解しなければならず、また社会の側もこの状況に自覚的でなければ

ならない。しかしより根本的には、「我々はどのような社会に生きることを欲しているのか」、そし

て「科学技術はこの課題にどのように貢献できるのか」という問いに真剣に向き合う必要がある。

既に述べたように、この問いは、本質的にはテクノロジー・アセスメントが立ち向かう問いなので

ある。
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関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術イノベーション政策概論 A」（1単位、春学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術イノベーション政策概論 B」（1単位、夏学期）
• StiPS大阪大学・授業科目「科学史・科学哲学入門」（1単位、夏学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術社会論入門」（1単位、春学期）
※ 2019年 4月時点
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3.1.2　ビッグサイエンスと社会

渡邉浩崇 ∗

初版発行日：2018年 8月 28日、最終更新日：2019年 4月 25日

リード文

本稿は、科学技術イノベーションの一つとしてビッグサイエンスを取り上げることで、科学技術

イノベーションと社会の関係を考える一つの手がかりを提供しようとするものである。ビッグサイ

エンスの定義の整理を試み、第二次世界大戦後の科学技術イノベーションの歴史において、ビッグ

サイエンスがどのように位置付けられるかを概説し、ビッグサイエンスの典型例と考えらえる宇宙

政策と社会の関係について考察する。宇宙政策のようなビッグサイエンスと、社会や一般の人々と

の関係がますます深まっている中で、一般の人々がその政策過程に直接関わる機会を増やすことが

求められている。

キーワード

ビッグサイエンス、巨大科学、科学技術史、宇宙政策、パブリックコメント、世論調査

本文

1 はじめに

科学技術イノベーションと社会の関係を考える上で、ビッグサイエンス（巨大科学）を忘れるこ

とはできない。第二次世界大戦後の科学技術イノベーションの歴史において、とくに東西冷戦中、

そして冷戦後の現在に至るまで、ビッグサイエンスが国内社会や国際社会において果たしてきた役

割は大きい。

本稿は、科学技術イノベーションの一つとしてビッグサイエンスを取り上げることで、科学技術

イノベーションと社会の関係を考える一つの手がかりを提供しようとするものである。まず、ビッ

グサイエンスとは何か、すなわち定義の整理を試み、次に、第二次世界大戦後の科学技術イノベー

ションの歴史において、ビッグサイエンスがどのように位置付けられるかを概説し、最後に、ビッ

∗ 大阪大学 COデザインセンター　特任准教授

1



グサイエンスの典型例と考えらえる宇宙政策と社会の関係について考察してみたい。

2 ビッグサイエンスとは何か

ビッグサイエンス（巨大科学）とは、ある説明では、原子力や宇宙開発のように、大規模な組織

と管理のもとで、多くの人材と多額の費用を投入して、国家政策として遂行される科学研究をいう

(慈道裕治, 2018)。
また、ビッグサイエンスの特徴として、「大規模化」、「政策化」、「国際化」の三つを挙げること

ができる (慈道裕治, 2018)。20世紀において、科学研究のための機器・装置が高性能化し、それら
を開発・製造して維持・運転するために、より多くの人材と費用が必要になり、科学は大規模化し

た。そのように大規模化した科学研究を遂行するために国家の資金が必要になった一方で、国家間

の競争において軍事技術やそれに関連する産業技術が重要になった結果、科学研究は国家政策とし

て、どの分野にいくら投入するかが判断され、成果や意義を評価されるようになり、科学は政策化

した。そして、そのように大規模化し政策化した科学研究は、激しい国際競争の中で展開される一

方で、一国の科学技術力や経済力のみでは遂行が困難になったために国際協力や共同研究によって

取り組まれるようになり、科学は国際化した。概して、以上のような特徴を持つ科学研究がビッグ

サイエンスと呼ばれている。

さらに、ビッグサイエンスの具体的な分類を整理すると、次のようになる (綾部広則 (著) 中山
茂・後藤邦夫・吉岡斉 (編), 1999)。ビッグサイエンスを、数百億円規模の投資を要する科学研究プ
ロジェクトで、かつプロジェクトへの投下資金の規模に比べて参加する研究者の数が少ないタイプ

のものと定義すると、高エネルギー物理学などの巨大科学を「資本集約型巨大科学（ビッグサイエ

ンス）」と呼ぶことができる一方、人海戦術的なヒトゲノム計画などの巨大科学を「労働集約型巨

大科学（マスサイエンス）」と呼ぶことができる。

以上のように、ビッグサイエンスの定義はある程度の精緻化はされているものの、必ずしも確定

しているわけではない。また、「巨大科学」はビッグサイエンス（big science）の訳語と考えられる
が、巨大科学にはビッグサイエンスとマスサイエンスがあるという説明のように、少し違った意味

で用いられる場合もある。そのため本稿では、ビッグサイエンスの定義を、あえて広く考えて、人

材、費用、組織、管理などの点で大規模で、一国単独や国際協力によって取り組まれる科学技術イ

ノベーション政策や計画として、議論を進めてみたい。

3 戦後科学技術史とビッグサイエンス

第二次世界大戦後の科学技術イノベーションの歴史において、ビッグサイエンスはどのように位

置付けられるだろうか。科学史家である中山茂は、著書『科学技術の国際競争力』（2006）におい
て、世界、米国、日本のイデオロギーによる時代区分を用いて、戦後科学技術史の一つの全体像を

提供しようとしている（表 1参照）。この場合、イデオロギーとは、ある種の価値観が特定の時代
に共通するものとして誰にも感じられる「時代精神」のようなものと説明されている。
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表 1 戦後科学技術史 (世界・米国・日本の時代区分)

出典：中山茂 (2006)『科学技術の国際競争力』朝日新聞社, pp3-13を参考に著者作成

戦後科学技術史は 5つの時代区分に分けることができる。第 1期は、1945年から 1957年までの
戦後の非軍事化と冷戦の時代である。この時期に東西冷戦が始まり、米国では戦時中の軍事研究費

が基礎科学に振り向けられ、日本は戦後民主主義のもと、経済復興のための市場向けの科学技術に

取り組んでいった。ビッグサイエンスはこの時期よりも少し前に始まったと言える。第二次世界大

戦中の 1942年 9月に米国において、原子爆弾の開発と製造を目的として開始され、1945年 7月に
原子爆弾の実験に成功した国家プロジェクトが「マンハッタン計画」であった。当時で 20億ドル
の資金と 12万人以上の人材が投じられたと言われている。米国では、当時のソビエト連邦（ソ連）
との冷戦が常態化する中で、原子力（原子爆弾に続いて水素爆弾）の研究開発が継続発展され、冷

戦科学のビッグサイエンスとして進められた。

第 2期は、1957年から 1960年代のポスト・スプートニクの時代である。この時期は、1957年
10月にソ連が人類初の人工衛星「スプートニク 1号」の打上げに成功したことによって、米国を
始めとした世界各国が受けた「スプートニク・ショック」から始まった。宇宙が科学技術の中心と

なり、米国は科学技術の重要性を強く認識し、人類初の有人月面着陸を実現する「アポロ計画」を

1961年 5月に決定して推進し、1969年 7月に実現した。アポロ計画には、当時で 250億ドルの資
金と 40万人の人材が投じられたと言われている。日本でも科学技術ブームと戦後の高度経済成長
の中で、ビッグサイエンスの全盛の時代となった。

第 3期は、1970年代の科学批判とエコロジー（生態学、環境保護）の時代である。この時期は
第 2期の反動で、1960年代末、ベトナム戦争や環境破壊や公害の中で、科学技術至上主義に対す
る批判が行われ、自然環境保護などを求めて、市民運動が盛んになった。そのような中で、ビッグ

サイエンスは予算削減や計画縮小を検討されて国際協力によって進められることになった。宇宙分

野では、アポロ計画後のポスト・アポロ計画として「スペースシャトル計画」が、その主要部分は

米国の担当であったが、欧州とカナダとの協力によって進められることになった。また、1975年
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7月には米ソ冷戦の緊張緩和の中で、米国のアポロ宇宙船とソ連のソユーズ宇宙船が地球低軌道で
ドッキングするという「アポロ・ソユーズ計画」が実現した。原子力分野では、米国では環境問題

への対応から原子力発電所の規制が強化されたが、欧州では「欧州共同トーラス（Joint European
Torus, JET）」という核融合大型実験装置の開発が国際協力によって進められた。ビッグサイエンス
は国際協力によって生き延びたと言える (佐藤靖, 2014b)。
第 4期は、1980年代の米国の停滞と日本の興隆の時代である。科学技術ではマイクロエレクト
ロニクス革命期と言われ、コンピューターや最後にはインターネットが登場し、情報化社会に入っ

て、日本は生産科学技術で頂点に達し、それにより米国は競争力のイデオロギーが生まれ、日米

経済・技術摩擦が激しくなった時期である。米ソ関係は、1980年代前半は新冷戦と呼ばれて対立
が激しかったが、後半は関係改善が模索され緊張緩和が進んだ。そのような中で、二つのビッグ

サイエンス（国際ビッグプロジェクト）が開始された。一つは、現在の「国際宇宙ステーション

（International Space Station, ISS）計画」へと発展する宇宙ステーション計画である。米国は 1984
年 1月に開始を発表して西側諸国に参加を呼びかけ、1988年 9月には米国、欧州、日本、カナダ
の間で政府間協定が締結された。もう一つは、現在まで続く「国際熱核融合実験炉（International
Thermonuclear Experimental Reactor, ITER）計画」である。1985 年 11 月にジュネーブで開催さ
れた米ソ首脳会談で合意され、欧州と日本も加わって 1988 年から概念設計が開始された。宇宙
ステーション計画は米ソ競争、国際熱核融合実験炉計画は米ソ協力として進められた (佐藤靖,
2014b)。
最後の第 5期は、1990年代以降のポスト冷戦と科学技術の民営化の時代で、冷戦科学に代わっ
て、地球環境科学が盛んに叫ばれた時期である。冷戦構造が崩壊して、民営化、グローバリゼー

ションが言われ、日本では、米国に対抗して競争力のイデオロギーが言われたが、科学技術はバイ

オの時代となった。冷戦終結後、1980年代に米国、欧州、日本、カナダによって進められていた宇
宙ステーション計画は、1993年 9月にロシアが加わって「国際宇宙ステーション（ISS）計画」と
なり、1998年からモジュールの打上げが開始され、2011年に完成して現在運用中である。また、
「国際熱核融合実験炉（ITER）計画」は工学設計が 1992年から 1998年まで実施され、計画の規模
縮小の検討や米国の脱退などのさまざまな問題が生じたが、2007年 10月には ITER国際核融合エ
ネルギー機構が設立され、現在も建設が進められている。

以上のような戦後科学技術史において、ビッグサイエンスは第二世界大戦中の「マンハッタン計

画」から 1950年代までの原子力の研究開発として始まり、スプートニク・ショック後の 1960年
代は宇宙の研究開発として全盛期を迎えた。1970年代には科学批判や環境保護の中で予算削減や
計画縮小を国際協力によって乗り越え、冷戦終結前後の 1980年代と 1990年代は原子力も宇宙も
国際協力の発展によって、縮小よりは発展して現在に至っている。

4 宇宙政策と社会

最後に、ビッグサイエンスの典型例と考えらえる宇宙政策と社会の関係について考察してみた

い。本稿では「宇宙政策」を、宇宙（月その他の天体を含む宇宙空間）もしくは宇宙活動（宇宙の
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研究・開発・利用等）に関して、国家や政府が追求すべき目標やその計画、その成果を意味し、成

果としての宇宙法や宇宙科学技術等を含むものと定義する。ビッグサイエンス（巨大科学）の一例

として「宇宙計画」ではなく「宇宙政策」としているのは、国家や政府そして社会との関係を考え

る場合、ロケットや人工衛星などの計画だけでなく、それらの政策過程や関連する法制度・組織な

ども含めることができ、宇宙もしくは宇宙活動に関することを広く網羅的にとらえることができる

からである。

ここで、宇宙政策を取り上げる理由は、もう一つのビッグサイエンスの典型例と考えられる原子

力政策に比較して、とくに日本では、十分に研究がなされてこなかったからである。宇宙政策を研

究する「宇宙政策研究」は、日本では欧米諸国に遅れながらも 2000年代以降、徐々に取り組まれ
るようになった。それまでは、科学技術史の一分野の宇宙開発史として、また国際法の一分野の宇

宙法として宇宙政策が研究されることはあったが、国際政治学、安全保障論、公共政策論、政治外

交史の中で研究されるようになって、まだ 20年も経っていない。宇宙政策研究は、問題関心を政
治と宇宙（活動）の相互作用に持ち、分析手法は主に歴史的分析と理論的分析であり、日本におい

てはまだ発展途上の段階である。

宇宙政策はどのような特徴を持っているのだろうか。まず、他の科学技術イノベーション政策と

の比較では、とくに外交・安全保障政策としての側面が大きいことがある。それは、宇宙が陸・海・

空・サイバー空間とともに「場」を意味し、かつ国家の領域外であり、ロケットや人工衛星などの

宇宙科学技術がまさに軍民両用（デュアル・ユース）技術であるためである。次に、社会や一般の

人々との関係では、原子力や環境などと比べて、これまで直接的被害が少なかったことがある。ま

た、日本の宇宙関連予算は約 3,400億円（2017年度）で、政府全体予算の約 100兆円に対して 0.3
％であり、これまでもその割合はそれほど高くなかった。こうした宇宙政策の特徴から、一般の

人々が賛否の明確な判断を期限付きで求められることが少なく、この点は、宇宙に関する世論調査

が日本においてあまり実施されてこなかったことにも表れている。

しかしながら、日本は未だ宇宙政策の大転換期にある。2008年 5月に「宇宙基本法」が成立し
て、内閣に宇宙開発戦略本部と宇宙担当大臣が設置され、2009年 6月に初の「宇宙基本計画」が
策定された。2015年 1月には現行の第 3期宇宙基本計画が策定され、三つの重点目標として、1)
宇宙安全保障の確保、2)民生分野における宇宙利用推進、3)産業・科学技術基盤の維持・強化が挙
げられている。同時に、宇宙政策の推進体制の整備も進み、内閣府に「宇宙開発戦略推進事務局」

（司令塔）と「宇宙政策委員会」（審議機関）が設置されており、宇宙航空研究開発機構（JAXA）は
政府全体の宇宙開発利用の中核的な実施機関として位置付けられている。2016年 11月には、民間
のロケット打上げ・衛星運用を促進する「宇宙活動法」と、衛星画像の利用・管理を規制する「衛

星リモートセンシング法」が成立した。そして現在、日本は 1980年代から日米同盟強化を主たる
目的として参加してきた「国際宇宙ステーション（ISS）計画」に 2024年まで参加することになっ
ているが、その後の宇宙探査に関する宇宙政策をどうするか、その検討を急いでいる。

以上のように、宇宙政策と社会や一般の人々との関係は、宇宙科学技術の利用拡大に伴い、この

10年間でますます深まっていると言える。しかし、一般の人々が宇宙政策に直接関わる機会はま
だ少ない。現在の日本の宇宙政策過程において、一般の人々が直接関わることができるのは、宇宙
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基本計画の本文や工程表を策定・改訂する際に行われる意見募集（パブリックコメント）に限られ

ている。これまで、宇宙基本計画の第 1期（2009年 6月決定）の本文、第 2期（2013年 1月決定）
の本文、第 3期（2015年 1月決定）の本文と工程表、第 3期（2015年 12月改訂）の工程表、第
3期（2017年 12月改訂）の工程表に関して、パブリックコメントが行われた。本文については、
募集期間 1～3週間、意見総数 550～1,510件、投稿人数 309～660人であり、募集期間は比較的短
いものの、およそ毎回 500人が投稿していることになり、投稿者の内訳も専門家、関係者、一般の
人々とさまざまである。

また、こうした宇宙基本計画のパブリックコメントに関する研究として、パブリックコメント・

ワークショップの試行も行われている (伊藤真之・源利文・中山晶絵・蛯名邦禎・水町衣里・加納
圭・秋谷直矩, 2014)。パブリックコメント（意見公募手続）制度は、画期的な行政参加手法と考え
られるが、「法令義務」（募集期間：原則として公示日から 30日以上）と「任意」の 2種類があり、
宇宙基本計画については任意である。パブリックコメントの欠点としては、そのようなものがある

ことを知らない、意見数が少ない、意見が反映されない（反映率 20～30 ％）、募集期間が短すぎ
る、専門性（理解や意見提出が困難）を挙げている。それゆえ、第 2期宇宙基本計画（案）（募集
期間：2012年 12月に 20日間）に対して、パブリックコメント・ワークショップとして、1)パブ
リックコメント案件に関連したワークショップを企画・開催、2)参加者への情報提供と意見交換、
3)主催者が代表して意見提出、4)提出意見に対する回答の共有を行って、政策形成プロセスへの
市民参画を試みる新しい選択肢の一つを試みている。

以上を総合すれば、宇宙基本計画に関するパブリックコメントは、課題はあるものの、意見数と

参加者（専門家、関係者、一般市民）の点である一定の成果は挙げていると言える。直近の第 3期
（2017 年 12 月改訂）の工程表に関するパブリックコメントでは、募集期間を一か月としており、
今後も継続的に実施されることで宇宙政策過程の一つとして定着していくものと考えられる。その

一方で、宇宙政策と社会や一般の人々との関係がますます深まっている中で、宇宙政策の専門性や

特殊性を考慮しながらも、一般の人々が宇宙政策過程に直接関わる機会を増やす努力が必要であ

ろう。

5 おわりに

本稿は、科学技術イノベーションの一つとしてビッグサイエンス、そして宇宙政策を取り上げる

ことで、科学技術イノベーションと社会の関係を考えてきた。ここで、日本におけるビッグサイエ

ンスに関して、あえて結論のようなものをまとめれば、以下になるであろう。科学技術イノベー

ション政策としてのビッグサイエンスの研究は、日本においては不十分な状況にある。科学技術イ

ノベーション計画としてのビッグサイエンスの記録や分析はあるのかもしれないが、まず、それら

は個別具体的な科学技術イノベーション「政策」として再検証される必要がある。次に、原子力政

策であれば原子力政策どうし、宇宙政策であれば宇宙政策どうしで比較検証される必要がある。そ

して最後に、原子力や宇宙などの科学技術イノベーション政策どうしで比較検証される必要があ

る。ビッグサイエンスは、人材、費用、組織、管理などの点で大規模で、一国単独や国際協力に
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よって取り組まれる科学技術イノベーション計画であり、社会との関係が大きく、国内政策はもち

ろん対外政策としての重要性も高い。それゆえ、科学技術イノベーション政策としてのビッグサイ

エンスの研究の発展が求められている。
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document/2011/201003_02.pdf.

青木節子 (2006). 日本の宇宙戦略. 慶應義塾大学出版会. http://www.keio-up.co.jp/np/isbn/
4766413180/.

大澤弘之（監修）(2003).新版日本ロケット物語.誠文堂新光社. http://www.seibundo-shinkosha
.net/products/detail.php?product_id=489.

中山茂 (2006). 科学技術の国際競争力: アメリカと日本相剋の半世紀, volume 793. 朝日新聞社.
https://publications.asahi.com/ecs/detail/?item_id=7205.

渡邉浩崇 (2010). 冷戦とアポロ計画: 米国宇宙政策における競争と協力. PhD thesis, 大阪大学.
https://ir.library.osaka-u.ac.jp/repo/ouka/all/58553/.

鈴木一人 (2011). 宇宙開発と国際政治. 岩波書店. https://www.iwanami.co.jp/book/b265177
.html.

関連データ・ソース

• 内閣府ホームページ「宇宙政策」，http://www8.cao.go.jp/space/index.html
• 文部科学省ホームページ「宇宙開発利用部会 国際宇宙ステーション・国際宇宙探査小委員
会」，http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/071/

関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

• STiPS大阪大学・授業科目「科学史・科学哲学入門」（1単位、夏学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術と公共政策 A」（1単位、秋学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術と公共政策 B」（1単位、冬学期）
• STiPS拠点間連携プロジェクト「新しい科学技術の社会的課題検討のための政策立案支援シ
ステムの構築」（STiPS大阪大学、2016～2018年度）

• SciREX重点課題に基づく研究プロジェクト（共進化実現プロジェクト）「国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構（JAXA）の歴史・現状・未来像に関する研究：政府と民間の関係に
焦点を当てて」（研究代表者：大阪大学渡邉浩崇、2019～2020年度）
※ 2019年 4月時点
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3.2.1　科学コミュニケーション：その政策的展開と学術
的研究の概観

工藤充 ∗

初版発行日：2018年 8月 28日、最終更新日：2019年 4月 25日

リード文

日本においては、科学や技術、イノベーションをテーマに、主に非専門家の人々を対象として行

われるコミュニケーション活動が、「科学（技術）コミュニケーション」の名の下に政策を通じて

ここ十数年間にわたって推進されてきた。本節では、こうした政策の展開について俯瞰するととも

に、そのような政策の成立した背景にあった学術的な研究について概説する。

キーワード

科学コミュニケーション；科学技術イノベーション政策；理解増進；パブリックエンゲージメ

ント

本文

1 はじめに

「科学コミュニケーション」という言葉が包含する活動は多岐に渡る。科学コミュニケーション

に関するオープンアクセスの専門誌で、研究者から実践者まで幅広い読者層を持つと考えられる

Journal of Science Communicationや『科学技術コミュニケーション』に掲載された論文・論考、ま
た、国立研究開発法人科学技術振興機構 JST においてアーカイブされた調査報告書をざっと眺め
るだけでも、様々な主題を対象とした多様な活動が取り扱われていることが見て取れる。科学者

や科学研究機関が主体的に行う、自らの研究の内容・成果・意義について外部に発信する科学広

報活動。学校や科学館・博物館といった場で行われる科学教育。マスメディアを通じた科学報道・

ジャーナリズム。科学技術の研究開発が広く社会に及ぼす影響や懸念についての、専門家と非専門

∗ 大阪大学 COデザインセンター　特任講師
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家の間での対話。科学コミュニケーションは、そのような多様な活動を包含した分野横断的な、誤

解を恐れずに表現するなら「雑多」な領域である。そして、それらの活動に従事する人々の間で

は、政策実務者や実践者、学術研究者といった立場に拘らず、何を科学コミュニケーションの理念

や実践の中心に据えるべきかについての理解や依拠する価値体系がしばしば大きく異なっている

(Lamberts, 2017)。科学コミュニケーションを学ぶということは、科学コミュニケーションが内包
する、関わっている人々の立場・見解の多様性や差異について学ぶことだと言えるかもしれない。

本稿では、そのような学びに向けた最初の一歩として、欧州および日本の政策レベルで科学コ

ミュニケーションがどのように展開されてきたかについて、その概要を紹介する。直前の段落でも

述べたよう、科学コミュニケーションという言葉の含む活動や関与者の意図・目的は多様であり、

その政策的な展開がなぜ、どのように進められてきたかということについての「解釈」も様々に論

じられている。本稿で紹介するのは、科学コミュニケーションに関わる実務者・研究者に向けて

英語圏や日本においてまとめられた文献、特に 2000年以降に出版された数々の科学コミュニケー
ション関連の入門書（例として、(Bowater and Yeoman, 2012; 梶雅範 et al., 2009; 小林信一 et al.,
2007;藤垣裕子 and廣野喜幸 (編), 2008)）などを通じて、科学コミュニケーションの実践や研究に
携わる人々の間で広く共有されているものである。紙幅の関係もあり、ごく簡単なまとめである

が、これから科学コミュニケーションについて理解を深めてゆく上での叩き台程度の役割は果たせ

るのではないかと考える。

本稿では、まず２および３で、欧州及び日本における科学コミュニケーションの政策的展開の最

も基本的な事項について紹介する。そして４で、そのような政策的展開と並行する形で行われてき

た科学コミュニケーション研究の一部を紹介する。

2 欧州における科学コミュニケーションの政策的展開

英国を始めとした欧州圏におけるここ二～三十年間の科学コミュニケーションに関係する政策・

施策は、「公衆の科学理解増進・態度向上（PUS）」から「科学技術についての公衆関与（PEST）」
へとその焦点を推移させてきたとして解釈されることが一般的である。以下にその概略を述べる。

まず 1985 年に英国王立協会から出版された報告書 “The Public Understanding of Science”（公衆
の科学理解）(The Royal Society (1985)) が契機となり、一般の人々が科学に対して不信や不満を
抱いており、科学に対する支援的な態度を欠いていることが問題として取り上げられた。そして、

人々の科学に関する知識の欠如が問題の原因であると考えられた。そこで、科学者から市民に向

けた啓蒙・啓発的な科学理解増進活動を振興することにより、知識の欠如を埋め、問題の解決を

図ろうとする科学コミュニケーション活動が振興されるようになった。しかし、このような「欠

如モデル」に基づいた PUS指向の科学コミュニケーションが期待されたようには機能しないこと
が、1990年代を通じて次第に明らかになってきた。その反省から、2000年に英国貴族院科学技術
委員会が出した報告書"Science and Society"(The House of Lords (2000))では、PUSに焦点を絞っ
た一方向的な科学コミュニケーションの限界が指摘された。そして、専門家と非専門家の間の双方

向コミュニケーションを通じて、科学に関する政策形成への参加等を含めた「公衆の科学技術へ
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の関与（PEST）」を幅広く促進する方向に科学コミュニケーションを推進していくことの必要性
が述べられた。それ以降、PUS に主眼を置いた科学コミュニケーションは継続的に実施されつつ
も、PESTへの意識を強く持った対話、熟議、市民参加といった科学コミュニケーションを実践す
るための、政策・予算配分などの制度整備が進められることとなり、Sciencewiseや The National
Co-ordinating Centre for Public Engagement (NCCPE)が立ち上がった。
欧州における最近の科学コミュニケーションの主要なトピックとしては、欧州連合 EUが掲げる

2014-2020の研究・イノベーション戦略プログラムである Horizon 2020において、「責任ある研究
とイノベーション」（Responsible Research and Innovation = RRI）が重要な軸の一つとして位置付
けられたことが挙げられる。その中では、イノベーションの研究開発や政策形成における意思決定

に市民が参画するための PESTの必要性が明記されている（European Commission）。

3 日本における科学コミュニケーションの政策的展開

日本の科学技術政策の中で科学（技術）コミュニケーションという用語が広く用いられ、予算配

分も含めて政策的に展開されるようになるのは 2000年代前半からであるが、その設計に当たって
は、前項２で述べた欧州での科学コミュニケーション概念の変遷や取り組みの変化が継続的に参照

されてきた。文部科学省の科学技術・学術政策研究所（NISTEP）の調査資料として作成された報告
書『科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について』(渡辺政隆 and今井寛 (2003))
や産業技術総合研究所の技術と社会研究センターが作成した『科学技術と社会の楽しい関係：Café
Scientifique（イギリス編）』(小林信一 et al. (2004))では、PUSを達成目標とする一方向的な科学コ
ミュニケーションの限界や、科学者コミュニティの側も社会についての理解を深める双方向的なコ

ミュニケーションの必要性が述べられ、文部科学省 (2004)の『平成 16年版科学技術白書：これか
らの科学技術と社会』では、そのような科学コミュニケーションを科学技術政策の一環として推進

してゆく方向性が示された。また、日本の科学技術研究開発のための政策として最上位に位置付け

られる科学技術基本計画においては、第一期（1996-2000）から現在の第五期（2016-2020）にかけ
て順次、「科学技術に関する学習の振興及び理解の増進と関心の喚起」といった課題設定から、「科

学技術と社会との間の双方向のコミュニケーション」「社会のための科学技術、社会の中の科学技

術」「倫理的・法的・社会的課題への責任ある取り組み」「社会とともに創り進める政策」「社会の

多様なステークホルダーとの対話と協働」といった文言に示されるような形で、科学コミュニケー

ションの対象とする範囲やその意義を拡大してきている。

具体的な施策レベルでの取り組みとしては、代表的なものとしてまず、文部科学省科学技術振興

調整費の新興分野人材養成枠（2005-2009年度）で実施された、北海道大学・東京大学・早稲田大
学における科学コミュニケーションの人材育成プログラムが挙げられる（都築章子 and鈴木真理子
(2009)）。他にも、「自然科学と人文・社会科学の複数領域の知見を統合して新たな社会システムを
構築していくための技術」である「社会技術」の研究開発のために設立された RISTEX（正式名称:
社会技術研究開発センター）や、本 SciREX（正式名称: 科学技術イノベーション政策における「政
策のための科学」）（SciREXウェブサイト）事業の中でも、科学技術イノベーション政策形成にお
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いて市民を含む多様なステークホルダーの声を反映させる参加型の科学コミュニケーションの理論

的・実践的な探索が進められている。

4 科学コミュニケーションの学術研究

前項２、３で述べたよう、科学コミュニケーションの政策的展開の重心は、人々の科学技術につ

いての理解を増進させること（PUS）から、科学技術に関する意思決定により積極的な形で参画で
きることを推進する方向（PEST）に推移してきたと捉えることができる。そして、そのような政
策的な推移が生じた一つの重要な要因として、学術的な知見の蓄積があったと理解されている。

PUS を中心的な関心とする科学コミュニケーションを政策的に推進する上では、人々が科学的
な知識を静的なストックとして保持していると考え、その量を科学についての質問から成る質問紙

や試験への回答を分析することによって把握しようとする実証主義的且つ定量的な手法を用いた

研究が、政策のエビデンスとして用いられてきた (Bauer et al., 2007)。そうした実証主義的な見方
とは対照的に、人々の科学についての理解をより動的に構築されるものとして捉え、それを解釈主

義的に探索した一連の研究が、科学コミュニケーションの重要な研究として 1990年頃から存在感
を増した。それらは、人々は、科学についての情報が必要となる文脈に応じて、自らの経験や価値

観、アイデンティティといった知識の外側の要素と複雑に関連させながら科学についての知識や自

分自身と科学との関係性を動的に構築していくものであると考え、実証主義的な手法では捉えきれ

ない人々の科学についての理解を捉え直そうとした。こうした解釈主義的なアプローチを用いた研

究（特に代表的なものとしてWynne (1992)が参照されることが多い）から「欠如モデル」という
批判的枠組みが生じ、PUS を念頭に置いた科学コミュニケーションの政策的展開の限界が指摘さ
れ、PESTへの政策的な転換への布石となったとみられている。
科学コミュニケーションが PESTという枠組みで政策的に展開されるようになった 2000年代に
入ってからは、科学技術イノベーション政策形成への市民参加に関心を持つ研究者の間では、PEST
の科学コミュニケーションの理論や理念が志向する民主主義的な市民参加が如何にして可能かと

いう問いに、実践の現場で実際の仕組みの設計・実践に関わりながら向き合う研究が数多く行われ

てきた。近年では、そうした実践・研究を振り返る論説・論考がまとまって出されるようになっ

てきている（例：学術誌 Public Understanding of Scienceの特集号" Public Engagement in Science
vol23,2014"）。また、科学技術イノベーション政策へのガバナンスを実践する際に、ガバナンスに
必要な専門知を如何にして同定可能か、という問いに対しても、政治・経済・社会的な視点から検

証・議論が行われてきている（参照：Collins and Evans (2002)を端緒とする、学術誌 Social Studies
of Science誌上での一連の議論など）。
科学技術の政策的な意思決定に対する市民参加の事例は日本にも数多く存在する。現在の日本の

科学コミュニケーションの学術的な議論との関連の強いものとして、例えば、1990年代の後半か
ら若松征男 (2010)や小林傳司 (2004)らが実施した「コンセンサス会議」が挙げられる。これは、
「社会的に争点のある具体的な科学技術に関して、専門家と市民の対話を通じて、市民による科学

技術の評価や提言をまとめる」(ibid., p.2)ことを目的とした試みである。他にも、「政策提言を行
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なうことよりも、新しい科学技術について多様な人たちの多様な意見を集め、今後の研究開発や政

策作り、実用化に向けて『社会で議論すべき問い=アジェンダ』を提案し、社会的議論の種をまく」
（(山内保典, 2011, p.3)）ことを目指した「熟議キャラバン」という取り組みを、大阪大学の研究者
が中心となって試行した事例などがある。

5 おわりに

ここまで、科学コミュニケーションの欧州及び日本における政策的な展開と、学術的研究の一部

について紹介してきた。冒頭でも触れたように、ここで述べたことは、科学コミュニケーションを

構成する政策や研究のごく一部に過ぎず、全体像を概観するにも到底足りないものである。興味・

関心のある読者には、文中で参照した文献や参考文献に掲載した資料を手掛かりに、さらに理解を

深めていって頂けると幸いである。
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ウェブサイト

• Sciencewise
• National Co-ordinating Centre for Public Engagement
• RISTEX:国立研究開発法人科学技術振興機構社会技術研究開発センター
• SciREX:科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」

• 国立研究開発法人科学技術振興機構未来の共創に向けた社会との対話・協働の深化（旧・科
学コミュニケーションセンター）

• 一般社団法人日本サイエンスコミュニケーション協会
• 科学コミュニケーション研究会（任意団体）

関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

関連する拠点授業科目

• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術コミュニケーション入門 A」（1単位、春学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術コミュニケーション入門 B」（1単位、夏学期、冬学期）
※ 2019年 4月時点
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3.2.2　研究者コミュニティと市民が交わる場づくり

水町衣里 ∗

初版発行日：2018年 8月 28日、最終更新日：2019年 4月 25日

リード文

研究者に求められる役割が多様になってきた。社会との対話が求められるようになっている近

年、様々な場づくりの試みがなされてきた。それに伴って、研究者個々人だけではまかないきれな

い部分を、大学や研究機関が支援する制度や支援できる組織の整備などが進められてきたところも

ある。その現状を紹介する。

キーワード

アウトリーチ、科学コミュニケーション、対話と協働

本文

1 研究者に求められる役割

1.1 多様化する研究者の役割

「3.1.1研究者の責任と倫理的・法的・社会的課題（ELSI）」でその概略が紹介されているように、
社会と科学技術との関係性の変遷に伴い、研究者に求められる役割が多様化している。研究者コ

ミュニティの中だけで閉じるコミュニケーションだけではなく、研究者コミュニティの外側の人々

とのコミュニケーションも求められるようになってきた。社会に対して自身が取り組む研究の成

果についてわかりやすく「伝える」だけでなく、研究者が関わる研究領域においてどのような倫理

的・法的・社会的課題（ELSI）が存在するのかを「学ぶ」ということや、これからの社会の中で科
学技術がどうあるべきかを社会と「ともにつくる」ことも求められている。

「ともにつくる」つまり、社会との協働というコンセプトは、科学技術基本計画に第４期（2011年
8月閣議決定、2011年度から実行開始）から盛り込まれた。第５期（2017年 1月閣議決定、2017

∗ 大阪大学 COデザインセンター　特任助教
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年度から実行開始）にも引き続き、「社会との多様なステークホルダーとの対話と協働に取り組む」

と書き込まれており、多様な価値観をすくい上げ、研究者コミュニティへの信頼を醸成し、研究者

の社会リテラシー向上を目指すための対話と協働といったことがうたわれている（日本における科

学コミュニケーションの政策的な変遷については、「3.2.1科学コミュニケーション：その政策的展
開と学術的研究の概観」参照）。

1.2 実際に研究者が行っている活動

では、実際に、研究者コミュニティ以外の人々との対話に関わった経験のある研究者は、自身の活

動をどのように捉えているのだろうか。平成 29（2017）年 6-7月に、JSTが運営する researchmap
にメールアドレスを登録していた研究者（このうち、JSTからの案内を受信可能としている人）を
対象にアンケート調査が実施された（16,079 件のメールアドレスに調査の依頼が送信され、回収
率は 18.1％）その結果をみてみると、実際に科学コミュニケーション活動の経験があると回答し
た研究者の多くは次のような活動を行ったと回答している (JST科学コミュニケーションセンター,
2017)。「出前授業、公開講座、シンポジウム・セミナー（86.6％）」「所属機関の一般公開、オープ
ンキャンパス（81.6％）」「非専門家向けの書籍の出版、寄稿など（60.3％）」「HP、ブログ、ソー
シャルメディア (Facebook、Twitter等)を介した情報発信など（56.4％）」このように科学について
発信するというスタンスの活動や参画研究者がどうしても多くなりがちではある。

ただ、当初の前提（例えば、第 5期科学技術基本計画でも掲げられているような「社会との多様
なステークホルダーとの対話と協働」）に照らしてみると、研究者コミュニティから社会への発信

という活動だけではなく、研究者コミュニティが社会から学ぶような活動、もしくは、研究者と社

会とが協働するという観点の活動も実施されるべきである。このような活動に関しては、JST科学
コミュニケーションセンター (2017)によると、「サイエンスカフェ、ワークショップ等の参加型対
話イベント（43.3％）」「科学技術の社会的影響を検討するような活動 (市民、異分野研究者、産業界
等との意見交換、ワークショップなど)（22.1％）」「市民との協働調査・研究 (サイエンスショップ
など)（17.0％）」などと挙げられていた。積極的に社会と関わる研究者が一定数存在するようだ。

2 様々な場づくりの試み

2.1 サイエンスカフェという対話の場

国内で「研究者コミュニティと市民が交わる場」としてよく知られるようになったものの 1つに
「サイエンスカフェ」がある。平成 16（2004）年 6月に発行された科学技術白書のコラム「科学者等と
国民とが一緒に議論できる喫茶店～Café Scientifique～」で、当時イギリスで実施されていた試みが
紹介され、以降開催数が徐々に増え、平成 18（2006）年春には全国で一斉にサイエンスカフェを開催
するという試み（主催：日本学術会議、独立行政法人科学技術振興機構）がなされた。現在でも、数多

くのサイエンスカフェが開催されており、全てが網羅されているわけではないが、「サイエンスポー

タル」内「イベント情報」のページ（http://scienceportal.jst.go.jp/events/events.php）
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には、ある程度の開催情報が集まっている。

ただ、同じ「サイエンスカフェ」と呼ばれるイベントであっても、主催者によって、その規模も、

趣旨も、形式も、様々である (松田健太郎, 2008;中村征樹, 2008)。純粋に科学の楽しさを分かち合
いたいという思いで開催されるサイエンスカフェもあれば、科学技術に関する社会的な課題を市民

とともに考えることを目的とするサイエンスカフェもある。自然科学系のテーマだけではなく、人

文社会系のテーマを取り上げるサイエンスカフェも開催されている。どのような目的の元に実施さ

れているのか、WEB上に掲載された開催概要だけを見て判断できるものでもない。
例えば、筆者が以前その運営に関わっていたサイエンスカフェは、少し変わった役割を担うも

のだった。それは、研究機関の広報活動という側面も持ちつつ、参加する研究者の対話力を磨く

という機能も担っていた。文部科学省が推進する事業「世界トップレベル研究拠点（WPI）プロ
グラム」 に採択された拠点の１つ京都大学物質－細胞統合システム拠点（Institute for Integrated
Cell-Material Sciences：iCeMS）が主催していたサイエンスカフェ「iCeMSカフェ」（2008年 3月
から 2016年 10月まで実施）である。科学について多くの人に知ってほしいという思いで対話活
動に参加する研究者が多い一方で、自身とは異なる価値観から出た意見もきくことができ、そこか

ら何かを学びとるという姿勢を保つことのできる研究者は多くはない。対話を通じて、自身の研究

を社会の中に位置づけて捉え直すことができるような研究者を育成すべく始めた試みだった (加納
圭 et al., 2015)。

2.2 その他の対話の場

サイエンスカフェ以外にも、研究者が社会と関わる場として数多くの取り組みがなされてきた。

科学を効果的に伝えるという観点については、例えば、「平成 18年度科学技術振興調整費『効果的
な理解増進事業の実施のための手法開発に関する調査』成果報告」に多様な取り組みが紹介されて

いる。また、研究者と市民とで科学技術と社会との間に存在する課題について話し合うための試み

については、JST社会技術研究開発センター（RISTEX）における研究開発プロジェクト「市民と
専門家の熟議と協働のための手法とインタフェイス組織の開発（DeCoCiS）」の一環として開発さ
れた、参加型手法と実践事例のデータベース「でこなび」が詳しい。多様な参加型手法の説明や実

践例が掲載されている。他にも、報告書「社会と科学技術イノベーションとの関係深化に関わる推

進方策　～共創的科学技術イノベーションに向けて～」(安全・安心科学技術及び社会連携委員会,
2015)や「科学技術の社会的期待と懸念に向き合う「対話」「協働」実践上の課題」(JST科学コミュ
ニケーションセンター, 2016)には、多様な実践事例が紹介されている。

3 大学や研究機関における支援制度や組織の整備

先に述べたような場づくりに必要な観点とはどういったものだろうか。誰との対話を目指すの

か、互いに何を得ようとするのか、対話の場に出て行く研究者にはどのような支援が必要なのか、

誰がその場をつくるべきか。検討すべき観点は多数存在する。経験のない研究者や研究機関にとっ
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ては、何から始めたらよいのかわからなくて戸惑うことがあるかもしれない。現在までに、対話の

場を設計・運営を試みるにあたり、多様な情報提供や支援制度、組織の整備が進められてきた。そ

の一部を紹介する。

3.1 対話活動を始めたい研究者にとって役立つ情報

• Webサイトと小冊子「研究者のための科学コミュニケーション Starter’s Kit」　
科学技術振興機構社会技術研究開発事業「基礎科学に対する市民的パトロネージの形成」（代

表戸田山和久、2005年～2008年）の成果物として制作されたもの。

• Webサイト「研究者向けアウトリーチ活動支援情報」
市民と大阪大学をつなぐ社学連携や社会貢献活動の窓口として機能している、大阪大学 21
世紀懐徳堂が運営するウェブページとして公開されているもの。

• 研究者向けの研修プログラム「科学コミュニケーション基礎研修」「研究者のためのメディ
アトレーニングプログラム」「対話力トレーニングプログラム」

2012～2014年度に JST科学コミュニケーションセンターがとりまとめや普及展開を担って
いたもので、現在は、3つの実施主体がそれぞれの研修プログラムを行っている。

3.2 研究者と社会との対話をサポートするために大学や研究機関が整備する組織

や場

• 世界トップレベル研究拠点（WPI）のアウトリーチ担当者など
文部科学省の事業の一環として設置された世界トップレベル研究拠点（WPI）では 2010年
3月以降、各拠点にアウトリーチ担当者がそれぞれに設置されることになった（WPIプログ
ラム自体は 2007年度より開始）。アウトリーチ担当者以外に、京都大学物質－細胞統合シス
テム拠点（WPI-iCeMS）では、拠点の設立当初から研究グループの 1つとして科学コミュ
ニケーショングループが設置され、事務部門内にあった国際広報室と連携しながら、研究や

実践活動を続けていた（2017年 3月にグループの活動は終了）。

• 各大学に設置されているリサーチ・アドミニストレーター（URA）など
大学によって URAが果たしている役割は異なるものの、研究者と社会との対話を支援する
体制をとっている大学もある。例えば、京都大学においては、京都大学学術研究支援室（と

研究推進部）が中心となって「京都大学アカデミックデイ」という催しを年に 1 回開催し
ている。これは、2011年度より実施されているもので、2010年 6月に公表された「「国民
との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）」がその開始のきっかけの 1つで
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ある。対話活動に参加したことのない研究者の参加への障壁をできるだけ下げることを目的

として、事前説明会を実施したり、発表資料に対するアドバイスを行ったりしている。他に

も、大阪大学においては、大阪大学経営企画オフィス URA部門が研究情報の発信支援業務
の一環として対話活動への研究者の参画を支援している。

• 博物館や科学館など
ここまで述べてきた「科学コミュニケーション活動」から少し文脈は異なるかもしれない

が、博物館や科学館ではこれまでに数多くの市民と連携した活動（市民と一緒に地元の生物

の分布を調査するなど）が行われてきた。日本科学未来館においても、研究者と市民が社会

課題について考えるようなイベントが複数行われてきている。

• その他
吉澤剛 et al. (2011)も指摘するように、科学的知識の政策への利用を促進するインターフェ
イス機関、つまり研究者や政策決定者、住民の間に立って、双方の参画を促したり、適切な

情報の提供に努めたりしながら、よりよい恊働のあり方を模索する役割を果たすことを目指

す組織が必要とされてはいる。しかし、継続性などの課題もあり、社会的定着には至ってい

ないと考えられる。
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3.2.3　リスクコミュニケーション：マイナスな側面をど
う共有してどう乗り越えるか

八木絵香 ∗

初版発行日：2018年 8月 28日、最終更新日：2019年 5月 7日

リード文

科学技術コミュニケーションの構成要素は多義的であるが、そのうちのひとつが、リスク評価や

リスク管理の過程において、そのマイナスの側面を関係者で共有し、乗り越えていくための考え方

や方策としての「リスクコミュニケーション」である。

本稿では、このリスクコミュニケーションが必要とされるようになった歴史的背景について概説

するとともに、拡張されたリスクコミュニケーションとしての参加型テクノロジーアセスメントの

方策等について解説を加える。

キーワード

リスクコミュニケーション、欠如モデル、専門家と信頼、参加型テクノロジーアセスメント

本文

1 リスクコミュニケーションが必要とされるようになった背景

1.1 1970年代：リスク心理学の台頭

「リスク」に関する定義は多様であるが、その代表的なものは、結果として発生する被害（損害）

の重大性と、その被害が発生する確率という２つの要素の積で表すことができる。一方で 1960年
代後半からこうした定量的に表現されるリスクに対して、専門家ではない一般市民がリスクをどの

ように捉えているのか、すなわちリスク認知に焦点をあてた研究が注目を集めるようになった。リ

スク認知研究が盛んとなった背景には、1960年代後半以降、国内外を問わず公害問題や薬害問題
等が頻発し、科学技術やその産物のリスクに対する社会的関心が高まったことがあげられる。

∗ 大阪大学ＣＯデザインセンター　准教授
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この時代の代表的な研究である（Slovic et al. (1979)、Slovic (1987)）の調査では、1)専門家集団
と一般市民との間にはリスクの認知の仕方に差があること、特に、2)専門家と呼ばれる人々が対象
となるリスクについて被害者数（実測値や推計値）やその発生確率、被害の重篤度によってリスク

をとらえるのに対して、一般市民は「恐ろしさ」と「未知性」という専門家とは異なる軸や、その

他の基準でリスクをとらえていることが明らかとなっていった。

1.2 1980年代：リスクコミュニケーションという概念の成立

一方で、専門家と一般市民のリスクのとらえ方の違いが明らかになるにつれ、別の問いが立ち上

がることとなった。それは、専門家と一般市民のリスク認知が異なることは明らかであるとして、

このいずれのリスク認知の仕方を「正しい」とするべきなのであろうかというものである。

このギャップの解釈には大きく分けて 2つのものがある。1つは、一般市民はバイアスにより歪
んだリスク認知を行う傾向があるので、科学技術の「リスク」を適切に管理するためには、一般市

民に「正しい」知識を与え、リスク認知を補正しなければならないとするいわゆる「欠如モデル

(Wynne B., 1996)」により、この問題を解消しようとする方向性である。もう１つの考え方は、専
門家と一般市民のリスク認知のギャップは知識量ではなく、とらえられるリスクの構成要素が異な

るのであり、どちらのリスク認知がより「正しい」という観点でこのギャップをとらえることは適

切ではないという考え方である。

1970年代頃までは、欠如モデル型、言い換えるならその問題解決を理解増進にのみ求める方向
が主流であった。すなわち、リスク評価を行うのはあくまでも専門家集団であり、一般市民はそれ

を伝達される側として位置づけられていたのである。

一方で、米国研究新議会（NRC）が、「従来リスクコミュニケーションは，専門家から非専門家
への一方的な情報伝達と理解され、情報発信者の意図が受け入れられることが成功の証とされて

いた。NRCの委員会は、リスクコミュニケーションを集団、個人、組織間の情報と意見交換のプ
ロセスと考え、関係者間の理解と信頼のレベル向上をもって成功の証と考える。」と表明 (National
Research Council, 1989)したことに代表されるように、1980年代を境にリスクコミュニケーショ
ンの段階は、双方向コミュニケーションと認識の共有の段階へと移行してきた。このような考え方

は、現在のリスクコミュニケーションの中心的な定義「リスクのより適切なマネジメントのため

に、社会の各層が対話・共考・協働を通じて、多様な情報および見方の共有を図る活動」と捉える

こと (文部科学省安全・安心科学技術及び社会連携委員会, 2014)の源流ともなる考え方である。

1.3 1990年代：リスクコミュニケーションと信頼

リスクコミュニケーションを考える際のもう１つの大きなターニングポイントは、1995年であ
る。国内に目を向けて見てれば、1月 17日に阪神・淡路大震災が発生し、6434人の犠牲者が発生
した。1月 17日は、ちょうど１年前に米国ノースリッジで発生した大地震により、高速道路が倒
壊するなどの大被害が発生した日付でもある。ノースリッジ地震の際に日本政府の調査団や土木工
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学の専門家は「日本では同じような被害は発生しない」としたにも係わらず、そのちょうど一年後

に、同様の形で高速道路が倒壊し 6千人以上の死者を生む被害が発生したのである。また同年 12
月 8日に発生した旧動燃もんじゅ事故では、事故の重大性により専門家の「能力」への信頼が失墜
したのみならず、事故現場を撮影したビデオの秘匿、バイアスのかかった編集が発覚するにつれ、

「情報隠蔽」の側面が糾弾されるようになり、専門家の「姿勢」への信頼低下を象徴的に示す社会

事件へと発展した。

一方で欧州でも、1990年代に発覚した BSE問題を契機に、リスクコミュニケーションは転機を
迎えた。問題発覚当初、英国政府や専門家集団は、人的被害は発生しないという宣言行ったが、数

年後には変異型クロイツフェルトヤコブ病が発見され、ヒトへの感染が顕在化した。これにより、

英国内における政府や専門家に対する信頼は大きく失墜したことも同時代的な出来事である。この

傾向は、1990年代末に議論が活発化した遺伝子組み換え（Genetically Modified）作物をめぐる論
争でより明確となった。

このような潮流の中、非専門家への知識注入を目的とした「科学技術への理解増進活動（Public
Understanding of Science；PUS）から、対話を通じて科学技術がもつ不確実性まで含めてそのリス
クを共有し、科学技術の社会導入や規制の在り方に関する社会的意思決定への市民参加を重視する

科学技術への市民関与（public engagement in science and technology；PEST）へ科学技術にかかる
リスク管理の考え方は変化していったのである。

2 これからのリスクコミュニケーション

2.1 リスクコミュニケーションの現在

ここまでに示した社会的背景の中で、リスクコミュニケーションは、従来型の教育や説得という

枠組みではなく、むしろ「個人、組織、集団間での情報や意見のやりとりの相互作用過程」と位置

づけ (National Research Council, 1989)、そのプロセスを重視することが重要であることが強調され
てきた。この新しいリスクコミュニケーションの概念では、リスクに関する情報の相互作用を重視

している。つまり欠如モデルだけを念頭にリスクに関する情報を送り手（多くの場合、行政や専門

家）から受け手（多くの場合、一般市民）へ一方向的に提供するのではなく、そのリスク管理の方

法に影響を与える形で、送り手と受け手が相互作用するのが、その基本となるのである。

また、いわゆる科学的な「リスク」に限定された内容だけでなく、社会的側面に焦点をあてた情

報も含めたすべてのメッセージを含むことが重要であるとされている。ここでいう社会的側面と

は、リスクの管理、その政策のあり方、判断の根拠、そしてそれらに対する社会反応や、個々人の

意見や価値観に関するメッセージのすべてを含む。加えて、近年、リスクコミュニケーションは事

後から事前へという流れになりつつある。すなわち、リスクが健在化した後に対処するのではな

く、ある科学技術が実用化される前、場合によっては研究開発の初期段階においてもコミュニケー

ションの機会を設定するという「事前対応」に移行しつつある。そのリスク管理のあり方もふくめ

て事前にさまざまなステークホルダーによるコミュニケーションとそれに基づくリスク管理を行お
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うとする発想である。

2.2 リスクコミュニケーションと参加型テクノロジーアセスメント

このようなリスク管理の発想は、別の文脈では、「参加型テクノロジーアセスメント（participatory
technology assessment : 参加型 TA）」として発展してきた。TAは、新しい科学技術のプラスマイ
ナス両方の社会的影響について予見的に評価を行い、科学技術政策の立案につなげるための活動や

考え方であり、1960 年代後半に米国で始まった。1972年には、米国連邦議会技術評価局（Office
of Technology Assessment : OTA）として制度化され、1980 年代には欧州諸国にもその活動は広
まっていった。そのような流れの中、デンマーク議会に設けられたデンマーク技術委員会（Danish
Board of Technology: DBT）は、参加型 TAという新しい方式を提案した。従来型の TAが専門家
による評価であったことに対して参加型 TAでは、対象となる科学技術の影響を受ける利害関係者
や一般市民（潜在的に影響を受けるものも含む）が TAを行うことに大きな特徴がある。DBT が
開発し、1990年代～2000年代初頭にかけて国内でも活発に展開されたコンセンサス会議がその代
表例であり、そのほかの分野でも同様の試みが展開されている。これらの参加型 TAの試みは、前
述のリスクコミュニケーションの展開とは直接的には関連をもたずに発展してきているが、社会に

おける科学技術のあり方の変遷に伴い、同様の問題意識から産まれてきたということが言えよう。

2.3 福島事故後の日本におけるリスクコミュニケーション

国内外を問わず科学技術のリスクが顕在化した 1970年代のリスク問題を巡る、専門家と市民と
のさまざまなやりとりにおいて専門家は、自分たちの定量的なリスク評価を「正しい」知識として

扱い、市民のリスクのとらえ方（多くの場合は、専門家からみればリスクを過度に強調しているよ

うにうつる）を誤解に基づいた非合理なものとしてみなしていた。一方で市民の側は、専門家は自

分たちに都合の悪いリスクの特性を隠し、一般市民にリスクを負わせようとしているという不信の

目で眺めているという相互不信の関係にあった。これは過去におけるモデルであると同時に、現在

にも通底するモデルである。

福島第一原子力発電所事故以降の「放射線リスク」を巡るさまざまな混乱（直後の放射線をめぐ

る混乱も、現在も続く汚染水問題や、放射性廃棄物をめぐる問題や低線量被ばくをめぐる問題）も、

この専門家と一般市民のリスク認知の仕方の違い、それに対する対処方法やフレーム差異に起因し

ているものが少なくない。この事故に限定して言えば、一定の放射線知識は必要である一方で、放

射線に対する不安は、「正しい（とされる）」知識を注入することだけでは払拭されない。また、こ

のリスクを問題にしている人々は、定量的な放射線リスクだけを問題視しているのではなく、リス

クの取り扱い方をめぐる政策決定を含めたリスクガバナンス全体を問題視している。まして、今回

のように、人類が経験したことのないレベルの原子力発電所の事故が現実化し、信頼の非対称性原

理が強固に機能する社会においては、専門家の発言を、盲目的に信頼することは極めて困難であろ

う。誰しもが、公的発表のみならず、その対抗的な位置づけにある情報（危険を警鐘する情報）も
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含めて総合的に判断しようとする事態においては、唯一無二の正確な情報提供ではなく、何が正確

なのか判断するための材料として、詳細な根拠付きの情報を提示することこそが、専門家集団には

求められる。そしてこれはリスクコミュニケーションの研究・実践の分野では繰り返し強調されて

きたことでもあるのである。

References

Irwin, A. (2001). Constructing the scientific citizen: Science and democracy in the biosciences.
Public Understanding of Science, 10(1):1–18. http://journals.sagepub.com/doi/abs/
10.3109/a036852.

National Research Council (1989). Improving risk communication. The National Academies
Press. (林裕造・関沢純監訳，1997，リスクコミュニケーション・前進への提言，
化 学 工 業 日 報 社) https://books.google.co.jp/books?hl=ja&lr=lang_ja|lang
_en&id=gj8rAAAAYAAJ&oi=fnd&pg=PA14&dq=Improving+risk+communication&ots=

H36_RFHvDr&sig=ZkthhoBXiS5qVDhnaXZUZC7apZc.
Slovic, P. (1987). Perception of risk. Science, 236(4799):280–285. http://science.sciencemag

.org/content/236/4799/280.
Slovic, P. (1993). Perceived risk, trust, and democracy. Risk analysis, 13(6):675–682. https://

onlinelibrary.wiley.com/doi/abs/10.1111/j.1539-6924.1993.tb01329.x.
Slovic, P. (1999). Trust, Emotion, Sex, Politics, and Science: Surveying the Risk-Assessment Bat-

tlefield. Risk Analysis, 19(4):689–701. https://onlinelibrary.wiley.com/doi/pdf/
10.1111/j.1539-6924.1999.tb00439.x.

Slovic, P., Fischhoff, B., and Lichtenstein, S. (1979). Rating the Risks. Environment: Science and
Policy for Sustainable Development, 21(3):14–39. https://www.tandfonline.com/doi/
pdf/10.1080/00139157.1979.9933091.

Wynne B., and Irwin, A. (1996). Misunderstanding Science?: The Public Reconstruction of Science
and Technology. Cambridge University Press.

吉川肇子 (2012).リスク・コミュニケーションのあり方 (特集リスクの語られ方).科学, 82(1):48–55.
https://www.iwanami.co.jp/kagaku/KaMo201201.html.

山岸俊男 (1998). 信頼の構造：こころと社会の進化ゲーム. 東京大学出版会. https://www.jstage
.jst.go.jp/article/jsr1950/50/1/50_1_122/_article/-char/ja/.

独立行政法人科学技術振興機構科学コミュニケーションセンター (2014). リスクコミュニケー
ション事例調査報告書. https://www.jst.go.jp/csc/mt/mt-static/support/theme
_static/csc/pdf/riskfactresearch.pdf.

独立行政法人科学技術振興機構科学コミュニケーションセンター (2015). リスクコミュニケーショ
ン研究及び実践の現状に関する分野横断的調査報告書. http://www.jst.go.jp/csc/mt/
mt-static/support/theme_static/csc/pdf/riskcom_201503.pdf.

5

http://journals.sagepub.com/doi/abs/10.3109/a036852
http://journals.sagepub.com/doi/abs/10.3109/a036852
https://books.google.co.jp/books?hl=ja&lr=lang_ja|lang_en&id=gj8rAAAAYAAJ&oi=fnd&pg=PA14&dq=Improving+risk+communication&ots=H36_RFHvDr&sig=ZkthhoBXiS5qVDhnaXZUZC7apZc
https://books.google.co.jp/books?hl=ja&lr=lang_ja|lang_en&id=gj8rAAAAYAAJ&oi=fnd&pg=PA14&dq=Improving+risk+communication&ots=H36_RFHvDr&sig=ZkthhoBXiS5qVDhnaXZUZC7apZc
https://books.google.co.jp/books?hl=ja&lr=lang_ja|lang_en&id=gj8rAAAAYAAJ&oi=fnd&pg=PA14&dq=Improving+risk+communication&ots=H36_RFHvDr&sig=ZkthhoBXiS5qVDhnaXZUZC7apZc
http://science.sciencemag.org/content/236/4799/280
http://science.sciencemag.org/content/236/4799/280
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/abs/10.1111/j.1539-6924.1993.tb01329.x
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/abs/10.1111/j.1539-6924.1993.tb01329.x
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/pdf/10.1111/j.1539-6924.1999.tb00439.x
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/pdf/10.1111/j.1539-6924.1999.tb00439.x
https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/00139157.1979.9933091
https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/00139157.1979.9933091
https://www.iwanami.co.jp/kagaku/KaMo201201.html
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsr1950/50/1/50_1_122/_article/-char/ja/
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsr1950/50/1/50_1_122/_article/-char/ja/
https://www.jst.go.jp/csc/mt/mt-static/support/theme_static/csc/pdf/riskfactresearch.pdf
https://www.jst.go.jp/csc/mt/mt-static/support/theme_static/csc/pdf/riskfactresearch.pdf
http://www.jst.go.jp/csc/mt/mt-static/support/theme_static/csc/pdf/riskcom_201503.pdf
http://www.jst.go.jp/csc/mt/mt-static/support/theme_static/csc/pdf/riskcom_201503.pdf


八木絵香 (2011). ポスト 3.11時代の科学技術コミュニケーション―社会は原子力専門家を信頼で
きるのか. 日本原子力学会誌, 53(8):16–19. http://www.aesj.or.jp/atomos/tachiyomi/
2011-08mokuji.pdf.

八木絵香 (2016). ただ「加害者」の傍らにあるということ–福島第一原子力発電所事故と JR 福知
山線事故　 2 つの事故の経験から. 科学技術社会論研究, 12:106–113. http://jssts.jp/
content/view/284/32/.

文部科学省安全・安心科学技術及び社会連携委員会 (2014). リスクコミュニケーションの推
進方策. http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/064/houkoku/
__icsFiles/afieldfile/2014/04/25/1347292_1.pdf.

関連データ・ソース

• でこなび　
http://decocis.net/navi/

関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術コミュニケーション入門 A」（1単位、春学期）
• STiPS大阪大学・授業科目「科学技術コミュニケーション入門 B」（1単位、夏学期、冬学期）
※ 2019年 4月時点

6

http://www.aesj.or.jp/atomos/tachiyomi/2011-08mokuji.pdf
http://www.aesj.or.jp/atomos/tachiyomi/2011-08mokuji.pdf
http://jssts.jp/content/view/284/32/
http://jssts.jp/content/view/284/32/
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/064/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2014/04/25/1347292_1.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/064/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2014/04/25/1347292_1.pdf
http://decocis.net/navi/


3.3.1　 STIの社会へのインパクト
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リード文

これまで、インパクトのある科学技術イノベーションが社会のあり方を大きく変えてきた。科学

技術と社会の接点は増えてきたが、依然として科学技術の社会貢献・社会実装には長い月日を要し

ている。社会を変化させるような科学技術イノベーションの促進には、直面している社会課題に対

する短期的な投資のみならず、中長期的な科学技術への投資が必要不可欠である。一方で、そのよ

うな科学技術イノベーションによる社会の変化が、社会の幸福度の向上に貢献しているのかは自

明ではない。日本人の科学技術観では、科学技術が社会をより良くしているという意識は薄い。ま

た、実際に、科学技術は、社会経済的な問題や倫理的方的社会的な問題を惹起される可能性を有し

ている。本節では、このような科学技術イノベーションが社会に与える影響について、健康・医学

分野における事例を混じえて紹介する。

キーワード

社会実装,科学技術観,技術移転, Health technology assessment,臨床応用

本文

1 日本人の科学技術観

科学技術に対する人々の意識を量るため、我が国では様々な調査が実施されている。1967年か
ら 9回にわたって内閣府が実施している科学技術と社会に関する世論調査 [1]、文部科学省直轄の
国立試験研究機関である科学技術・学術政策研究所によるインターネット調査 [2]、1953年から 5
年毎に統計数理研究所によって実施されている「国民性調査」[3]、ミシガン大学の Inglehartによ
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る「世界価値観調査 (WVS)」[4]等である。サーベイ調査は、国内では、回答率の低下によって生
じる問題、国際比較では、日本人の極端な回答を避け、程度を控えめにいう傾向 (吉野諒三 et al.,
2015)によって生じる問題があるものの、日本人の科学技術観を探る手がかりとなる。調査からみ
える日本人の科学技術観は、主に次の 2つの点に特徴づけられる。

1つ目は、1970年代における意識の変化である。科学技術に対する意識に限らず、日本人のもの
の見方は 1970年代に大きく変化した。国民性調査によると、1973年の調査を境に「人間が幸福に
なるためには、自然を征服すべき」という意見が減少し、「自然に従うべき」という意見が増加に

転じた。そして「科学や技術の発達による利便性の向上とともに、人間らしさがへる」という意見

が、現在と同水準の 50%に達した。また、内閣府の「国民生活に関する世論調査」[5]では、「物質
的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」とする回答と「心の豊かさに重きをおきたい」

とする回答の割合が 1970年に並び、その後は物の豊かさより心の豊かさに重きをおくとする回答
が増加している。当時、日本は二度の石油危機と深刻化する公害問題への対応を迫られていた。こ

うした社会状況を背景として、高度経済成長期に主流であった、科学技術者の判断に基づいて基礎

研究を進めることが社会的問題の解決に繋がるというリニア・モデル (小林信一, 2012)は 1970年
代に否定されるようになった。

2つ目は、科学技術によって世界がよくなったとする評価が海外との比較において低いことだ。
2010年～2014年に実施された世界価値観調査 (第 6波)では、「科学技術によって、世界はよりよ
くなっているか、悪くなっているか」について 10段階尺度で回答を求めている。OECD加盟国中
（調査対象となっているのは 14か国）、日本はメキシコに次いで評価が低い国となっている。同様
の傾向は 2005年～2009年に実施された第 5波でもみられ、OECD加盟国中（調査対象となって
いるのは 17か国）、ハンガリーに次いで評価が低い。他方、こうした傾向は、科学技術によっても
たらされるマイナス面に関する意識とは必ずしも関係していない (栗山喬行 et al., 2011)。科学技術
の発展についてプラス面とマイナス面のどちらが多いか問う世論調査で、日本人のマイナス面を意

識した回答は 4割にとどまるが、日本より科学技術によって世界がよくなったと評価するイギリス
やドイツ、オランダ等では、マイナス面を意識した回答は 5割を超える [6]ためだ。科学技術の安
全性やリスクといったマイナスの要素だけが、科学技術に対する不信を招くのではない。イギリス

における人々の科学技術不信の分析 (小林傅司, 2012)から、科学技術と社会のコミュニケーション
において、人々は科学技術の持つ倫理的、法的、社会的な諸問題について対話を求めていたとされ

る。今後、わが国でも科学技術コミュニケーションの場が充実されることで人々の科学技術に対す

る評価の改善が期待される。

2 科学技術の移転は誰を幸せにし、誰を不幸にするのか：健康・医

療分野の動向と試みを中心に

アカデミアや研究機関は、革新的技術を開発し、社会へ還元することが求められている。しかし、

科学技術の移転は、有益な影響のみを社会に与えるわけではない。新規技術は、対象となる集団の
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多くには利益をもたらす一方で、他の集団、そして社会全体に対しては不利益となり、倫理的・法

的・社会的な問題 (ELSI ; Ethical, Legal and Social Implications)を惹起される可能性を有している。
本邦のアカデミア発の新規がん治療薬の社会実装を例に上げる。京都大学の本庶佑博士らは、が

ん細胞に対する免疫の働きを回復させる、新しいコンセプトの治療薬：ニボルマブを、小野薬品工

業とともに開発した (Ishida et al., 1992; McNutt, 2013; Topalian et al., 2012)。悪性黒色腫という稀
な腫瘍の治療薬として、2014年 9月に世界に先駆けて本邦で発売が開始され、2015年 12月には
非小細胞肺がんに適応が拡大された (Brahmer et al., 2015)。その結果、年間で約 5万人の患者に、
大きな生存期間の延長効果がもたらされた。そして、小野薬品工業の売上高は、2016年 9月の中
間決算で、前年同期で 94.7%増となり、売り上げ・利益ともに過去最高となった [7]。
しかし、この画期的な医療技術は利益のみを社会にもたらしたわけではない。成人男性 1人あた
りが 1年間にニボルマブを使用する薬剤費は、約 3,500万円にのぼる。対象患者全員がニボルマブ
を使用すれば、年間で約 1兆 7,500億円もの薬剤費が必要になることが明らかになった [8]。本邦
の高額療養費制度における患者の自己負担割合は、その数 %以下であり、残りは医療保険の給付
費と税から支払われる。ある特定の疾患を有する集団に福音をもたらしたイノベーションが、他の

多くの患者や市民を支える保険医療財政を脅かす事態になったのである。これを受け、厚生労働省

は、通常の薬価改定が行われる 2018年を待つことなく、2017年 2月に緊急的に薬価を 50%引き
下げることを決定した [9]。しかし、こうした規定外の改定も、製薬企業の経営の予見性を損なせ、
現在そして未来の患者のための新たなイノベーションへの投資を阻害する要因となった可能性が

ある。

ニボルマブと同様に、高度化、高額化した医療技術 [10]は、1年間に数千億円から一兆円規模で
国民医療費を増加させる要因の一つになっており、国民皆保険制度の持続可能性が問われている

(錦織達人 et al., 2015)。また、経済的な問題だけではなく、iPS細胞の臨床応用といったライフイ
ノベーションは、倫理的・法的な課題をも惹起する。そして、新規の医療技術は、対象集団に対す

る副作用といったリスクも包含していることを忘れてはならない。技術の移転は、利益のみを社会

に与えるのではなく、ある集団もしくは社会全体に ELSIを惹起させる可能性があることを、科学
技術イノベーションの実行主体は明確に認識する必要がある。

テクノロジーアセスメントは、こうした社会的影響を技術発展の比較的早い段階で予測する活動

で、社会の意思決定を支援する (城山英明 et al., 2013)。医療分野における試みが、医療技術評価
(HTA)で、比較効用分析がその代表的な手法である。費用をどれだけ増加させることで、生命予後
や生活の質をどれほど改善できるのかといった費用対効果を評価する (McCabe et al., 2008;錦織達
人 et al., 2015)。諸外国で利用が進んでおり、本邦でもニボルマブといった高額医療技術に対する
費用対効果評価が本格的に導入されようとしている [11]こうした手法を用いることで、社会とし
て限りある資源を有効に活用することができ、価値ある技術に対して正当な評価を与えることがで

きる。そうした評価は、画期的なイノベーションをさらに促進させると考えられている。

また、HTAには医療の専門家だけでなく、患者や市民が関与することが重要である (Menon and
Stafinski, 2011)。新規の医療技術がもたらす効果が「幸せ」であるのか、「不幸せ」であるのかを判
断するのは、医療者ではなく、個々の患者や市民である。HTA先進国である英国では、患者を医
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療の素人ではなく、病気とともに生きることの専門家として捉え、Patient and Public Involvement
Policyのもと、HTAに患者や市民が積極的に参加している [12,13]。
第 5期科学技術基本計画では、科学技術イノベーションと社会との関係を、従来の相対する関係
から、様々なステークホルダーが「共創」する関係に深化させることが挙げられている。科学技術

が及ぼす影響を多面的に予測、評価、判断する HTAといった系統的な活動を促進することで、各
ステークホルダーは双方向性に対話・協働し、共創的な科学技術イノベーションが本邦で推進され

ると考えられる。

3 科学技術はどれだけ社会に貢献しているか：医学研究の臨床応用

の視点から

自然科学は実践とは切り離されて進展を遂げてきたが、OECD加盟国において政府研究開発費の
多くが国防・健康・環境保護などの経済社会的目的のために支出されており、科学技術政策も社会

と関わりが無視できなくなっている (岩橋理彦, 2016)。
1999年の世界科学会議において 21世紀のための科学を振興する上での新たな責務として「科学
と科学的知識の利用に関する世界宣言」が採択された。「4.社会における科学と社会のための科学」
のなかで、科学研究とそれによって生じる知識は人類の福祉・人間の尊厳・世界環境を尊重するた

めに利用されなければならないと記載されている [14]。
日本では 2011年に策定された第 4期科学技術基本計画において「社会とともに作り進める政策」
の実現が理念として掲げられた [15]。2016年に策定された第 5期科学技術基本計画では、国内外
の複雑化する課題をふまえ、計画の 4本の柱の一つに「経済・社会的な課題への対応」が掲げられ
ている [16]。
平成 27年度版科学技術白書では、日本の科学技術の進歩によってこの 10年程度の間にもたらさ
れた生活の変化が政府の果たした役割とともに紹介されている。家の外壁コーティングなどに利用

されている光触媒技術、世界初のクロマグロ完全養殖、高コレステロール血症治療薬など 8事例が
紹介されおり、多くが研究の萌芽から実装に至るまで数十年以上を要していた [17]。
基礎医学研究が臨床応用に至るまでには多くの資金と年月を要することが知られており、過去の

研究で 1979年から 1983年にトップ 5雑誌に掲載された論文でも 10年後臨床応用に至ったとされ
たのは 27本であったという報告がある (Contopoulos-Ioannidis et al., 2003)。
われわれは、新たな研究分野や解決すべき課題が出現する中で、臨床応用にいたる割合や要する

期間に変化が起きていると考えられ、1989年から 1993年の間にトップジャーナル 8誌に掲載され
た論文に関して検討を行った。その結果、先行研究と比較して臨床応用に至る割合は低下し、臨床

応用に至るまでの期間は延長しており (Hanaki et al., 2016)、研究資金を配分する際には掲載雑誌に
影響されず研究内容を吟味する必要があると考えられた。

今後、日本を含めた各国（主に先進国）では社会経済の変化に伴い、少子高齢化に伴う人口構造

の変化、資源不足の問題、環境問題など解決すべき課題に直面することが予想される [18]。科学技
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術イノベーションはこれらの課題を解決し社会に貢献することが求められている。その一方で直ち

に実用化につながらないが将来のイノベーションにつながる基礎的研究に対する支援も必要であ

り、限られた研究資金の配分に際しては留意が必要である。
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リード文 
20 世紀半ば以降、ICT は、社会の様々な現象を可視化し、人々が意思決定を行う上で重要な

役割を果たすようになってきた。ICTを用いて科学的なエビデンスを可視化することは、政策策

定を含んだ様々な場面での問題解決に必要である。例えば、地方自治体の気候変動適応策の策定

においては、科学技術計算を用いた近未来予測結果を可視化し、各々の自治体の将来のあるべき

姿について住民を巻き込んで議論を進める必要がある。また、そのような多様なステークホルダ

ーが関わる場面では、意見の対立がしばしば生じる。共感的可視化は、そのような対立を乗り越

え、共通の解決策を見出す上で重要な役割を果たす。ICTを用いた可視化が様々な場面で使われ

るようになった一方で、ICTの発展は、人工知能研究における倫理的法的社会的問題などの新し

い課題を生むようになった。本節では、このような ICT と社会の関わりや科学技術の社会受容

について、科学的可視化の観点から議論を行う。 

 

 

 

キーワード 
ICT、科学的可視化、共感的可視化、意思決定支援、気候変動適応策、人工知能研究 

 

 

 

本文 

世界中の公的科学由来のデータがインターネット経由で開放されるオープンデータ時代が始

まっている。そして、市民がこれらオープンデータにアクセスして、科学に参加できるオープン

科学時代が近づいている。さらに、人工知能時代の到来により、市民は、自らの存在感を示すた

めに、より独創的な活動にチャレンジするようになってくると想像される。このようなオープン

科学時代には、市民は、科学的手法について、傍観者ではなく、積極的に関与する必要がある。

ただ、日本の教育プログラムにおいては、科学的方法の習得を、明示的に盛り込んでいない。こ

の科学的方法では、対象の観察、問題設定、仮説構築、仮説検証、社会実装という流れを辿るが、

これらのほぼすべてにデータ可視化・分析技術が関与するようになった。特に最後の社会実装に

おいては、関係者の視点でのわかりやすさ（共感性）を担保するために、可視化は重要な役割を

果たす。しかしながら、多くの場合で可視化というキーワードは、データ化という意味で利用さ

れており、必ずしもデータを人間が認知するための技術という意味ではとらえられていない。 

科学的方法で社会実装の段階にあるときは、共感性の向上のために、関連データを付加し、そ

のデータとともに可視化することが望ましい。具体的には、 ICT（ Information and 

Communication Technology）技術などを活用し、検証された仮説を提示するコミュニティの共

感性を向上させるようなデータとともに可視化することである。ここで、ICTとは、情報・通信

に関する技術の総称を意味する。どのような関連データをどのように付加するのかについては、
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可視化を行う者の考えに左右されることが多く、可視化結果の提示をうける立場の者から共感

よりもむしろ反感を受けることがある。可視化結果をさまざまな背景をもつ関係者に提示する

際には、それぞれの立場の方に可視化プロセスをオープンにするとともに、可能であれば加わっ

てもらうことが望ましい。 

共感的可視化に関する重要な論点をもうひとつ示してみよう。認知構造において、もともと対

立関係のあった対象において、共通理解を促進させるのはどうしたらよいかという観点である。

可視化効能の測定に利用可能な評価グリッド法において、可視化技術に関する認知構造の評価

が行われたとしよう。オリジナル評価項目の抽出のために、刺激要素として、二対の可視化画像

を提示し、どちらが良いかをたずねることから開始して、前述の方法に従い、可視化技術に関す

る評価構造が得られたとする。評価構造の下位概念において、仮に「三次元可視化がよい」と「二

次元可視化がよい」のような、一見対立する項目が抽出されたとする。従来だと、このような項

目が 独立して抽出されるとそれぞれの支持者には感情的なしこりが残ってしまう。ここで、評

価構造の可視化において、その上位概念において、「わかりやすさを追求したい」という項目が

見つかり、これがそれぞれ「三次元可視化がよい」と「二次元可視化がよい」という項目と接続

されていることが判明したとしよう。そのような場合、対立軸が存在することは、どうしようも

ないが、それぞれは、共有の上位概念を持つことが明らかになり、感情的なしこりが消え、相互

理解が促進されるような、ある意味で一条の光明を見つけることができ、共感性の向上につなが

ることも期待できる。 

2045 年、計算機能力が人間を超えることが予想され、あらためて、計算機を含む機械と人間

の関係が問われている。計算機能力は、最近注目を浴びている人工知能の性能と関係することよ

り、将来、人工知能に奪われる可能性の高い仕事のリストがいくつか発表されたが、これらの職

業の多くは、単純作業に属するものであった。ただ、このようなリストを目にすると、人工知能

が将来格段に進歩し、人間は不要になってしまうのではないかという不安を持つ人たちも増え

ていることも納得できる。さらに、人工知能と先端科学が結託して人間を滅亡させるような終末

期が映画などのメディアによってリアルに描かれてしまうと、人間が生き延びるためには、人工

知能研究に何らかの規制が必要であるとの認識も強まる。 

最近では、実際に、人工知能の弁護士や医師が出現している。これらは、高度な専門 職人材

が従事していた職業であるが、内容的には、形式知を問題解決に活用するものであり、人工知能

の得意分野とも考えられている。さらに、科学の世界にも人工知能が進出してきており、2001

年ノーベル物理学賞の受賞理由となったボース=アインシュタイン凝縮実験を 1時間足らずで再

現したとの報告もある。ただ、科学的方法において、本質的なのは、研究的問いを立て、それに

対する仮説を構築することであり、このような知的活動は、まだまだ人間の活躍が十分に見込め

ると信じたい。このように、人工知能が進化した時代であっても、人間は、人工知能と共存しな

がら、人工知能単独では困難な、本質的な領域で貢献し続けると期待したい。このような期待に

応えるためには、可視化の役割はますます重要になっていくものと考えられる。 

国は、オープン科学時代に、人間が人工知能とともに科学的知見を創出する基盤の大きな柱は、

可視化技術であるという認識に立って政策を立案するべきである。また、政策意思決定における

科学的手法の活用において、膨大なデータからエビデンスを発見するための有用性に鑑み、可視

化技術の利活用に積極的に取り組むべきである。 
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3.3.3　政策のための科学リテラシー 9のステップ：科学
技術・政策リテラシーを育むために

カール・ベッカー ∗

初版発行日：2018年 8月 28日、最終更新日：2019年 8月 25日

リード文

行政官や研究者が領域横断的な社会問題に取り組む際、科学的な判断を実際の問題解決に結びつ

けることができる広範な能力が必要とされる。つまり、特定分野の専門知識に加えて、様々な物事

を科学的に考えるための科学リテラシーが、現代社会が抱える諸問題の解決の鍵を握っているので

ある。科学リテラシーの必要性は今後いっそう増してゆくであろう。しかしながら、従来の日本で

は、物事を科学的に考え、政策などの社会貢献につなげるための研究方法論の教育は十分であった

とは言い難い。従って、「政策のための科学」の推進においては、科学と社会を結びつける能力を

持つ人材の育成が急務である。本節では、科学と社会を結びつける能力を「政策のための科学リテ

ラシー」と呼び、そのフレームワークを紹介する。具体的には、看護師の離職に関する研究を事例

として取り上げ、９ステップに分けて解説をする。

キーワード

科学リテラシー,人材育成,研究方法論

本文

欧米では、過去 10 年に亙り、政策のための科学が積極的に推進されてきた。代表的なものと
して、米国 NSFのダッシュボード*1 、豪州の SRP*2 、フランスの SGMAP*3 などが挙げられる。
大学における教育プログラムとしては、ミシガン大学の Science, Technology, and Public Policy

∗ 京都大学学際融合教育研究推進センター政策のための科学ユニット　特任教授

*1https://labs.data.gov/dashboard/offices

*2http://www.science.gov.au/scienceGov/ScienceAndResearchPriorities/Pages/default.aspx

*3http://www.modernisation.gouv.fr/en/our-activities/evaluating-public-policy
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Program*4や、カリフォルニア大学サンディエゴ校の Science Policy Internship Program*5が、よく

知られている。

英国の University of Sussex Science Policy Research Unit は、エネルギー、産業経営・経済など
の分野で大きな成果を上げると共に、ハーバードで大学との共同の科学技術による防衛政策に関す

る研究でも注目されている*6。欧州でも、The United Nations University Maastricht Economic and
Social Research Institute on Innovation and Technology*7をはじめ、ノルウェーのオスロ大学*8が科

学技術に基づく政策や、技術を発展させる科学的政策に関する研究を積極的に推進し、数多くの発

表に結びついている。なお、日本では、CRDSの国内外教育研究プログラム調査（2017年）によ
ると、少なくとも 43の大学研究機関が科学技術イノベーション政策に取り組んでいる*9。

21世紀も 20年余りも経過した現在、科学的根拠の無い政策の施行は許される時代ではなくなり
つつあるとはいえ、日本の大学における科学リテラシーの教育自体は旧態依然であると言わざる

を得ない。欧米では、主要な研究大学の学部だけではなく進学高校にも“scientific thinking”に関
する授業が設定されている*10。また、北米の学生を選抜する大学入試（SAT=学問適性試験）も、
丸暗記ではなく、エビデンスに基づいて結論を導き出せるか、論理的な能力を測ることに主眼が置

かれている。他方日本においては、主要な研究大学ですら、「科学的思考」、「科学方法」「科学リテ

ラシー」に関する授業をほとんど開講していない。また、そうした教科教育を対象とする研究自体

も、中等教育における理科教育を念頭に置いたものが圧倒的多数を占めており、高等教育レベルの

文脈で論じたものは管見の限り見られない。だからこそ、SciREXの存在意義は大きいと言える。
とはいえ、科学リテラシーが扱う領域は、狭義の科学に限定される訳ではない。科学リテラシー

は、狭義の科学（自然観察や実験等の手法によって原理・法則を見いだす自然科学、cf.尾身, 1996）
の概念や手法の知識・理解にのみ焦点を当てるものではなく、科学的な根拠に基づく政策の策定な

ど、社会全体も研究対象とするものである。言い換えれば、「政策のための科学」も科学リテラシー

の重要な一翼を担っているのである。そうした「政策のための科学」では、社会貢献につながる科

学的な研究方法論の習得が重要になる。米国では、この研究方法論が、3歳から 6歳の児童を対象
とした教育カリキュラムに意図的に組み込まれている*11 。ただし、「政策のための科学」の教育に

積極的な米国においても、政策のすべてが科学的な根拠に基づいている訳ではなく、反科学的な政

治家や市民も多数存在する。それでも、「エビデンスに基づく政策」というコンセンサスが行政官

に浸透していることは確かで、「政策のための科学」の教育が殆ど行われていない日本とは対照的

である。

以上から、科学リテラシーは「科学に関するリテラシー」ではなく、「政策のための科学的思考

*4http://fordschool.umich.edu/stpp; cf. http://ihpi.umich.edu/csp
*5http://aip.ucsd.edu/programs/ucdc/spip.html

*6http://www.sussex.ac.uk/Units/spru/hsp/Harvard; https://sites.fas.harvard.edu/~hsp/about.html
*7https://www.merit.unu.edu/about-us

*8https://www.sv.uio.no/english/research/phd/structure/TIK.html

*9https://www.jst.go.jp/crds/report/report04/CRDS-FY2017-RR-03.html

*10Jurecki and Wander (2012)
*11https://www.scholastic.com/teachers/articles/teaching-content/scientific-thinking-step-step/
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法リテラシー」であると理解した上で、簡単に紹介したい。具体的には、看護師の離職に関する研

究 (中嶋文子 et al., 2015)を事例として取り上げ、概ね９ステップに分けてそのフレームワークを
以下に解説する。

1 何が問題：（先行研究に基づく）詳細な定義と限定

日本人が試みられる何割もの研究は、トピックがボンヤリし過ぎて、限定不十分である。例えば

「看護師と燃え尽き」と題しても、何をどのようにしたいかは、読者にも、研究者にもクッキリ見

えてこない。「Aと B」という題目ではなく、「Aの中の Bを何で改善できるか」というように、疑
問符付きの研究課題がより限定しやすいものである。複数の要因が絡んでいる場合、一つだけに絞

るとか、複数の対策を考えられるのならば、一つに絞るとか、複数の地域や対象群を考えられるの

ならば、一つに絞るとかいうプロセスは重要である。

2 問題を解決したら、誰の利益のために、誰が払うべきか

無限な財産と人材があれば、様々な問題を解決できよう。逆に、財産と人材は有限だからこそ、

その有益な使い道を賢く検討せねばならないわけである。救急医療ではトリアージュという言葉も

使うが、全ての問題を同時に解決できない場合、ほって置いても自然に治るものと、いくら努力し

ても治せないものとを後回しにし、最小限の投資で最大限の効果を得られる相手を最優先する事

が、その発想である。小生が研究する看護離職の場合、「看護師の給与を 2倍以上に上げる」とい
う案は一見ご尤もだが、それだけ払う患者や病院もいなければ、国家予算でも無理な話である。患

者・病院・国家にしても、看護師に離職されて欲しくないが、それだけの予算はかけられない。或

いは、遺族カウンセリングを例にしても、「遺族は笑顔になった」という効果は望ましい限りだが、

それだけでは、国も病院もカウンセラーの給与を払えないであろう。むしろ、遺族の健康が良くな

り、仕事に復帰して納税が殖え、医療福祉の依存率が下がったために医療赤字が軽減された、とい

う証明ができれば、その政策で得られる余剰の経費の一部を遺族カウンセリングにかけても良いこ

とになろう。このように、コスト・ベネフィットの証明は無いなら、ただ「グッドアイディア」だ

けでは、政策に現実味がないのである。

3 問題の根本原因は何？　特定できるか？　それで改善できるか？

事件や事故などが生じてから、原因の究明は一種の常識にはなっているが、特定できない場合

と、特定できても直せない場合は非常に多い。例えば地震や津波の原因が分かっても、だからと

言って原因を止められるわけでもない。あるいは、自殺などには無数の要因が絡んでおり、「根本

原因」などには絞り難い。看護師離職の場合も、仮に夜勤や休日勤務、責任感と業務上のストレ

ス、認知症患者などが原因だと分かったところで、夜と休日に看護を一切やらず、責任と業務をい

い加減にしておいて、認知症患者の看護を辞める、などというわけには行かない。つまり、原因究
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明は、参考にすべきものではあるが、それがすぐ対策に繋がるとは到底言えないのである。

4 根本原因は直せないとしたら、考えられる対策は何？

では、原因は直せない場合、繰り返しを避けるための予防策をどのように考えられようか。地震

や津波自体を避けられないならば、せめて地震や津波に弱い、活断層や海岸線の真上に原発の建設

を避けられるであろう。あるいは、自殺の唯一根本原因などは特定できなくても、自殺する手段

（拳銃や木炭）を制限することによって、自殺率を減らせるかも知れない。看護師離職の場合も、

勤務条件は変えられないとしても、看護師のやりがい感を高めて、良い精神状態を守る方法があれ

ば、辞められずに済むようになるかも知れない、などの仮説を思いつかれるであろう。

5 上記 3ないしは 4に基づく対策の前例・成功例はないか？（質的
研究）

次に、問題の原因を避けられるか、手段で予防できるか、徹底的な先行研究で前例や成功例が調

べたいものである。例えば北欧のサマータイム制度の導入によって、市民の電力消費を減らす政策

が成功している国もある*12 。但し余計に冷房を使われる地域では、その逆の結果も報告される*13

。或いは、拳銃や木炭の販売を制限することで、自殺率を減らした香港のような例もある。病院に

よっては離職率は全く違うが、同じ勤務態勢と給与であっても、辞められる病棟と辞められない病

棟のどこが違うか、ということを研究してみると、重要な対策を見付けることがある。また前例が

多いほど、行政の方々に対しても後々説明・説得するためにも役立つ。

6 政策作成のため、何のデータが必要か

政策のための科学は、データを根拠にするわけであるから、事前に必要な裏付けとなるデータを

重々検討しておかねばならないものである。そのデータの信憑性と応用性も重要になってくる。第

一、自分でデータを探す前に、先行研究は既にどのようなデータを集めているか、複数の症例研究

をメタ分析できないかなどと考える。自分で調査するとしても、新たな尺度は創造せず、既にその

業界・分野で信憑性の高いものを借用する方が、後々まで比較できる対象になる。例えば、看護

師の燃え尽きについては、Pines, Maslach, Zaritの 3名の研究者がそれぞれ作成された種類の尺度
は*14 世界的に使われているので、それぞれの強弱・長短を理解した上、最適なものを選ぶ。そし

て調査してしまってからでは、「これも訊いて置けば良かったのに」とはならないように、質疑と

政策の論理的関連性を調査前に確認する。

*12https://doi.org/10/1016/j.enpol.2011.03.057

*13https://www.wsj.com/articles/SB120406767043794825

*14全部 http://www.acqol.com.au/instruments/instrument.phpでご参照。
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7 新しいデータはどこから集められ、どう解釈できるのか（量的

研究）

自分で調査を試みる場合、実現可能な対象群や、アンケートならその回答率も吟味せざるを得な

い。後になって、「私たちのデータを使って欲しくない」と対象群に言われても困るので、事前に

その使い道を説明して、許可を取る必要が生じる時もある。二種類以上の要因の関連性を解析した

い場合、一方通行の関連性を保証できるか、それとも関連性を証明しても、因果は証明できないの

とでは、その価値が全く違う。例えば患者の認知度と看護師の疲弊を関連づけた場合、疲弊が上が

れば相手の認知度も上がるとは考え難いので、認知度→看護師疲弊という一方通行の論理は成り立

つ。だが、同僚との関係の悪化は、疲弊の原因とも結果とも成り得るので、相関性を示しただけで

は、どちらが原因かは言えない。また対象群の代表性や問題解決への関連も重要である。代表的と

は言いきれない対象群を計っても、政策提案の際に説得力を欠くこととなるので、データの論理と

応用を耐えず念頭に置きたい。

8 量と質的研究によって、パイロット対策の実行と評価を検討

データを解析した上で、問題対策の介入法を企画したいが、一気に全国的な政策は実行できな

い。その前に、確認と評価できる程度の小規模のパイロットとして始めることが良い。例えば、看

護師のやりがい感や自己成就感の欠如は燃え尽きの大きな原因であることを、中嶋他の研究で発

見・証明できた。次のステップは、近くの病院の看護師定期研修会で、看護師のやりがい感や自己

成就感を高める介入を試みることにした。看護師のやりがい感や自己成就感を高める研修や面談、

また簡単な質問紙を加えてみた。後に、以前と同様なアンケート調査を行うと、やりがい感や自己

成就感のみならず、それによって燃え尽き要因は軽減・延長された傾向が見られ、介入の有用性は

評価できたのである。

但し、自己成就感を高める研修や面談が行えたのは、やりがい感研究に詳しい同僚であった。介

入は有益とわかっても、その数名の同僚は全国をカバーできない。従って、看護師定期研修にやり

がい感や自己成就感を高める教材を用いることや、ファシリテーターを育成することが、問題対策

の介入法として残された課題となる。

9 どの政策者に紹介すれば、利点を理解し、実行する権限を持つ

のか

上記の３でも、根本原因が分かっても解決策には及ばないと指摘した。同じ様に、良さそうな改

善策を実験的に証明しても、行政や企業はそれを政策まで取り入れてくれるとは必ずしも限らな

い。実社会で取り入れてもらうには、実験や統計学的証明だけでは足りない。人々に、これまでに
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やっていない行動を取って頂くためには、その人々が動き出すだけの利益を宣伝して、信じてもら

わねば始まらないのである。無論、行政や企業を説得する作業自体は、大学の研究外と言えよう。

しかし、実現は到底見込めないならば、研究自体は虚しくなる。つまり、前もって、権限を持つ責

任部局や有力者の誰々に対して、どのようにアピールできるかを考えて置く必要がある。

今後は少しずつ、産学官連携が実現すれば、学者の研究結果を実社会（産と官）に伝えるチャン

スは増えるかも知れないが、その交流が増えたからと言って、学者の証明した政策を即に取り入れ

てもらえるとは考え難い。つまり、政策のための科学を試みている初期段階からでも、本研究の

セールズポイントを明快に熟慮する必要がある。例えば、「これだけの人材と経費をこの政策に投

資しておけば、どれくらいの人材がさらに働けて、結果的にどれくらいの経費削減につながるの

か」というような質問を、データに基づいて試算して、政策者に対して分かりやすく訴えられる様

に準備しておく。それだけでも十分条件とは限らないが、そのような利点は考えられない場合、実

際に政策のための科学には到らないのである。

10 結語

上記で見てきたように、大学で育てるべき科学リテラシーは、単なる数学の計算法や化学の元素

周期表の暗記という意味ではない。むしろ根本から物事を科学的に考えることである。問題の定義

や設定、データの収集法と分析法、さらにはそれを問題解決に結ぶ論理と説得力までも必要と言え

よう。ジョン・デューイが提唱した様に*15 、この類の科学リテラシーは大学院教育に限ったもの

ではなく、いずれは全国民に学ぶべきものとも言えよう。たとえそれが高すぎる理想だとしても、

取り敢えずは、STIPSの政策のための科学プログラムにおいては、上記の様な考え方をしっかりと
身に付けて頂くよう、教育していきたいものである。
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index.html
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• https://ropercenter.cornell.edu/polls/dataset-collections/
• http://wiki.dbpedia.org/projects/sparklis
• http://www.visualdataweb.org/relfinder.php

9

https://www.jhsph.edu/research/centers-and-institutes/womens-and-childrens-health-policy-center/de/policy_brief/index.html
https://www.jhsph.edu/research/centers-and-institutes/womens-and-childrens-health-policy-center/de/policy_brief/index.html
https://www.jhsph.edu/research/centers-and-institutes/womens-and-childrens-health-policy-center/de/policy_brief/index.html
http://writingcenter.unc.edu/policy-briefs/
https://policyinstitute.ucdavis.edu/informing-policy/policy-briefs/policy-briefs-101/
https://policyinstitute.ucdavis.edu/informing-policy/policy-briefs/policy-briefs-101/
http://toolkit.northernbridge.ac.uk/essentialskills/communicatingforpolicyaudiences/writingapolicybrief/
http://toolkit.northernbridge.ac.uk/essentialskills/communicatingforpolicyaudiences/writingapolicybrief/
http://www.data.go.jp/
http://datameti.go.jp/data/ja/dataset
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortalE.do
http://www.ncd.or.jp/
http://data.un.org/
http://www.who.int/gho/en/
https://data.unicef.org/
https://www.ehdp.com/vitalnet/datasets.htm
http://data.europa.eu/euodp/en/data/
http://www.census.gov/data.html
https://www.healthdata.gov/search/type/dataset
https://data.gov.uk/
http://www.iea.org/statistics/
http://energyatlas.iea.org/#!/tellmap/-1118783123
https://datasource.kapsarc.org/pages/home/
https://www.kaggle.com/datasets
http://data.worldbank.org/
http://landmatrix.org/en/
https://www.gapminder.org/data/
https://ropercenter.cornell.edu/polls/dataset-collections/
http://wiki.dbpedia.org/projects/sparklis
http://www.visualdataweb.org/relfinder.php


関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

•「政策のための研究方法論演習」（京都大学）
•「科学技術コミュニケーション演習」（京都大学）
•「科学技術イノベーション政策特別演習」（京都大学）
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